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中期経営計画（令和４年度～令和６年度） 策定にあたって

ＪＡとうかつ中央は「農を基軸とした活動を通じて、地域・人・環境を創造し、心豊かで安心して暮ら

せる地域社会づくりに貢献します」を経営理念に、また自己改革実践期間として「農業者の所得増大」

と「農業生産の拡大」「地域の活性化」「組合員のアクティブ・メンバーシップ」の実現に向けた取り

組みを行ってきました。

中期経営計画策定にあたっては、前期中期経営計画の経営理念を引継ぎ、不断の自己改革による

さらなる進化に向けた取り組みを実践し、盤石な事業基盤を構築するとともに、組合員・役職員が一

丸となって、農業者の所得増大と農業生産拡大、地域の活性化に向けた協同活動を進め、総合事業

を活用した経営基盤の確立を目指します。また､信用事業における利鞘縮小に対しては｢相談ができ

る地域金融機関｣としての役割を実践し､価値のある事業を展開するための行動計画を盛り込んで

います｡営農経済事業においては｢ＪＡ全体として収支のバランスをとりながら､いかにして農業者の所

得増大と農業生産の拡大を図るか｣という問題意識を持って、収支改善に向けた取り組みを進めてい

きます。

組合員と地域社会からの期待される役割を果たすため、組合員・役職員がともに力を合わせて「協

同組合」として農業と地域の未来を拓くことが重要です。第３８回ＪＡ千葉県大会「食と農を基軸とし

て地域に根ざした協同組合であり続けるために」を踏まえて、ＪＡが目指すべき姿として示した「持続

可能な食料・農業基盤の確立」「持続可能な地域・組織・事業基盤の確立」「不断の自己改革の実

践を支える経営基盤の強化」「協同組合としての人づくり」「「食」「農」「地域」「ＪＡ」にかかる住民

理解の醸成」を実践し､組合員･地域住民の皆様のお役に立てるよう､経営資源を活用し効率的かつ

効果的なＪＡ運営を行っていきます。

 

 
 
 
 
 

  

ＪＪＡＡのの自自己己改改革革にに関関すするる組組合合員員アアンンケケーートト実実施施

かんする

組みあ土壌診断による生産性向上支援

認認定定農農業業者者ととのの対対話話・・報報告告会会のの開開催催
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中期経営計画（令和元年度～令和３年度）の総括

ＪＡとうかつ中央は､中期経営計画（３ヵ年）の重点取り組み事項として、「農業者の所得増大」と

「農業生産の拡大」、「地域の活性化」、「組合員のアクティブ・メンバーシップ」、「自己改革の実践を

支えるＪＡの経営基盤」の４つを掲げて、農家組合員の所得増大と地域活性化等に向けた取り組みを

進めてきました。

事業の成果として事業総利益では３ヵ年の計画を達成しましたが、コロナ禍の厳しい経営環境もあ

り、共済事業総利益は令和２年に続く２ヵ年は計画を下回る推移となりました。

経常利益・当期剰余金について、事業管理費等の抑制により３ヵ年共に計画を上回る推移となり

利益を確保することができました。これまでの各部門の実践状況を精査の上､必要な課題については

次期中期経営計画に織り込んでいきます。

 
信用事業総利益            共済事業総利益

  
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度

計画

実績

計画対比

令和元年度 令和２年度 令和３年度

計画

実績

計画対比

(単位：千円) (単位：千円) 
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営農経済部門

（（１１））農農業業所所得得増増大大とと生生産産性性向向上上のの支支援援
無料土壌診断の周知、 件を超える診断を行い、施肥相談を実施するとともに、モデル農家

を中心とした農家訪問を実施し、伺った意見等を農業振興・事業実施に活かし取り組みました。また、

生産効率化支援に向け共同利用機械・施設の拡充・設置を行うとともに、集出荷施設の開設・整備

（五香六実支店整備、松戸西支店開設、流山支店整備）を行いました。さらに、肥料の集約銘柄や廉

価肥料の取扱拡大、農薬の価格調査・交渉による価格引き下げ、大口先への肥料担い手対策助成

の実施等に取り組みました。

（（２２））地地産産地地消消のの拡拡大大ととママーーケケテティィンンググ力力のの発発揮揮
適正防除の徹底に向け、防除基準・履歴簿の作成に取り組むとともに、生産履歴管理システムによ

る記帳を進めました。また、主力農産物のブランド力の強化に向け、各市のブランド化推進協議会に

参画するとともに、梨の地域団体商標登録、全国ねぎサミット ㏌ まつどへの参加、各種販売促

進イベントの開催・参加等主要産品の販売促進、梨の輸出支援、スーパー・インショップ・直販の拡大、

地域農産物の学校給食取扱等に継続的に取り組みました。さらに、ＪＡによる地産地消拠点としての

農産物直売所開設に向け、具体的検討に着手しました。

（（３３））後後継継者者・・担担いい手手育育成成ななどどのの人人材材育育成成
行政、関係機関と連携し、認定農業者の認定・支援、補助金・交付金等申請支援等に取り組みまし

た。農商工連携については、梨加工品の製造・販売協力、あじさいねぎ加工品の開発・販売、産学連

携によるメニュー開発等の取り組みを支援しました。また、労働力確保に向け、援農ボランティア活動

の支援や、ＪＡに農業無料職業紹介所を設置し取り組みを開始しました。さらに、農業理解の促進等

に向け、全国ねぎサミット まつどへの参加、農業まつりの開催、各種イベント等への参加、さ

つまいも掘り体験、梨づくり授業等への協力活動等を実施しました。

（（４４））購購買買配配送送体体制制のの検検討討
委託配送業務をＪＡに移管し、一体で事業に取り組むことにより業務を相互補完し、事業経費を削

減しました。今後は、肥料等の引取値引の実施等、コスト低減による収支改善と価格サービスの向上

が課題となっています。

 
   生産履歴管理システムで「食の安全・安心」無料の土壌診断による生産性向上支援
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２ 資産管理部門

（（１１））組組合合員員のの次次世世代代へへとと繋繋ががるる資資産産保保全全、、土土地地活活用用のの支支援援
次世代後継者を見据えた安定的な土地有効活用と資産保全のため、共同住宅・貸店舗等の賃貸

事業の提案、組合員の居住用住宅建築請負業者の紹介、相続税相談等による土地売買契約仲介

業務等を進め計画通りに推移しました。また、都市農地保全及び個人資産保全の一環として、管轄行

政による特定生産緑地制度説明会の開催支援、個人相談・助言、指定手続きの支援等を行いました。

今後は特定生産緑地制度選択による組合員の土地有効活用の個人相談、助言等への取り組みも進

めていきます。

（（２２））組組合合員員のの税税務務・・相相続続・・事事業業承承継継支支援援にに関関すするる相相談談・・助助言言
法律・税務相談に関しては、顧問弁護士・税理士による無料相談日を毎月各２回開催し多くの組

合員にご利用頂きました。不動産に関する所有地保全等の相談、財産診断等に関しては、宅建協会

や測量士・土地家屋調査士等の専門有識者の援助を頂き、助言・指導を行い、財産診断支援ソフト

「ＪＡバンク架け橋」を活用した個別財産診断を行いました。また、組合員へ青色申告６５万円控除決

算書作成の研修会を年４回実施するとともに、職員向け決算書作成の会計ソフト活用育成研修会を

年６回実施しました。なお、代理送信普及についても取り組みを進めました。

 

 
  
  
  

税務研修会 特定生産緑地制度説明会
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３ 信用部門

（（１１））組組織織基基盤盤拡拡充充にに向向けけたた、、組組合合員員・・地地域域利利用用者者ののメメンンババーーシシッッププ強強化化
年金友の会を基軸としたＪＡ活動への参画と農業応援金融商品の提供により、地元農産物の普

及・宣伝と農業への理解を高めるための活動を計画・実施しました。年金友の会の活動充実・会員増

加等のため、助成金の支給や年金相談会の開催等は実施できましたが、コロナ禍の影響もあり支部

活動や年金受給口座獲得活動等に制限を受け、会員数は微減となりました。また、農業応援金融商

品の提供は３年間継続できましたが、商品のメリットについてのアピール不足等もあり、件数・金額と

もに増加させることは出来ませんでした。次期計画ではこれらの反省点を踏まえ取り組みを継続して

いきます。

 

 
 
（（２２））組組合合員員・・利利用用者者ニニーーズズにに沿沿っったたラライイフフププラランンササポポーートトとと業業務務運運営営

ライフプランサポートの軸である給振・年金受給者数共、コロナ禍による勧誘活動不足等により、増

加には至りませんでしたが、多様な利用者ニーズに応えるため計画した商品・サービス等は導入する

ことができました。また、職員の能力向上への取り組みは、系統・金融部主催の研修等は概ね実施す

ることができました。そして、相談・提案型サービス実践のための業務運営の見直しについても、集金

業務見直し・共用タブレット導入・ＩＢの取扱増加等に取り組み、渉外・窓口業務共に相談・推進活動

余力を創出するための取り組みを開始することができました。次期計画では更なる向上のための取り

組みを進めます。

住宅ローンについては、エリア内の住宅物件減少やコロナ禍での活動自粛など厳しい状況が続く

中、感染症対策を徹底しつつ専任担当者による住宅関連会社への営業活動と紹介案件の獲得に努

めました。

小口ローンについては、商品性を周知するためローンキャンペーンを強化し、ＤＭ送付や声掛けを

実施することで利用者の獲得に努めました。

今後も利用者の増加に向けて、住宅ローンは専任担当者を軸とした営業活動により更なる住宅関

連会社との連携を強化し、小口ローンは対象者のリストアップによる推進活動の継続に取り組みます。
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年金友の会を基軸としたＪＡ活動への参画と農業応援金融商品の提供により、地元農産物の普

及・宣伝と農業への理解を高めるための活動を計画・実施しました。年金友の会の活動充実・会員増
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ことができました。また、職員の能力向上への取り組みは、系統・金融部主催の研修等は概ね実施す

ることができました。そして、相談・提案型サービス実践のための業務運営の見直しについても、集金

業務見直し・共用タブレット導入・ＩＢの取扱増加等に取り組み、渉外・窓口業務共に相談・推進活動

余力を創出するための取り組みを開始することができました。次期計画では更なる向上のための取り

組みを進めます。

住宅ローンについては、エリア内の住宅物件減少やコロナ禍での活動自粛など厳しい状況が続く

中、感染症対策を徹底しつつ専任担当者による住宅関連会社への営業活動と紹介案件の獲得に努

めました。

小口ローンについては、商品性を周知するためローンキャンペーンを強化し、ＤＭ送付や声掛けを

実施することで利用者の獲得に努めました。

今後も利用者の増加に向けて、住宅ローンは専任担当者を軸とした営業活動により更なる住宅関

連会社との連携を強化し、小口ローンは対象者のリストアップによる推進活動の継続に取り組みます。

地元農産物の普及・宣伝と農業への理解促進活動展開

― 11 ―



 
 

５ 管理部門

（（１１））ココンンププラライイアアンンスス態態勢勢のの充充実実
常勤役員が各部署開催のコンプライアンス研修会に参加し、実践状況の確認や各職員と意見交

換を実施しました。また、毎月のコンプライアンス委員会において、苦情等の対応状況や事務ミス等発

生状況を検証し、再発防止に努めました。さらに、コンプライアンス課を設置し、関連規程の検討・見

直しを随時実施しました。

自主検査においては、全部署の検査を実施し、支店長会議にて不備の発生内容、改善方針、改善

状況を報告し共有することにより、各部署の自主検査の能力の向上に繋がりました。

（（２２））組組織織基基盤盤強強化化にに向向けけたた組組合合員員加加入入促促進進
農協の各事業に参画している女性農業者や、農業後継者に対し組合員加入の促進を行いました。

今後も継続して組合員加入促進に取り組みます。また、「組合員の資格見直し」について、面積要件

等の撤廃を千葉県中央会と検討協議した結果、現時点において組合員の資格見直しは見送ることと

判断しました。

（（３３））女女性性役役員員のの拡拡大大
令和元年度に定款等の整備を行い、令和２年度に女性役員を２名から４名に拡大しました。

（（４４））施施設設整整備備にによよるる業業務務効効率率のの向向上上おおよよびび合合理理化化
施設の老朽化や将来を見据えた金融店舗の合理化に伴い、 店舗から 店舗に施設の再編

を行いました。また、スポーツジムの賃貸物件の売却および店舗統廃合に伴う旧店舗跡地の一部を

売却し、他の不稼働資産の整備に取り組みます。今後も老朽化施設や金融店舗等の再編計画を進

めていきます。

（（５５））本本店店事事務務指指導導部部署署とと連連携携ししたた事事務務リリススクク管管理理態態勢勢のの強強化化
監査部では内部監査の結果について、全部署で情報等を共有し内部統制のレベルアップにつな

がるよう所管部署と情報交換を行い指導体制の強化を促進し、一定の成果が得られています。

また、自主検査の重要性を踏まえ、令和元年度および令和２年度において四半期ごとに実施状況

を点検した結果、各部署での自主検査の実効性が向上していることが認められます。

監査担当者においては、個人個人の知識習得、内部統制向上のための内部監査の役割認識を深

めるため、積極的に外部研修会や各部主催の説明会に参加しました。今後、内部監査機能のさらな

る向上を目指し取り組みを進めます。
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（（６６））「「食食とと農農をを基基軸軸ととししてて地地域域にに根根ざざししたた協協同同組組合合のの確確立立」」をを目目指指すすたためめ、、組組合合員員及及びび准准組組
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りり組組みみをを発発信信ししてて地地域域応応援援団団づづくくりりにに繋繋げげるるととととももにに、、必必要要ととさされれるるＪＪＡＡへへのの理理解解浸浸透透をを図図

るる広広報報活活動動をを行行うう

総合事業を展開するＪＡ活動（自己改革等）の内容を、積極的に組合員・管内地域住民へ情報発

信するため、広報誌・ ・ を活用しＪＡ事業・活動の理解浸透に努めた結果、フォロワー数の増

加を図ることができました。また、社会的に関心が高まっている「食」と「農」を楽しむイベント案内を発
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（（７７））ＪＪＡＡ基基盤盤強強化化とと効効率率的的・・機機能能的的なな事事業業実実施施体体制制のの構構築築
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効率的・機能的な事業実施体制の構築では、内部統制整備の強化に向けた規程・要領・業務フロー

等の整備・運用状況の確認を踏まえ、「内部統制システム基本方針」の見直しの是非を実施しました。

 
 
 
 
 
 
 
 

ＪＡ活動の取り組みを発信・広報誌 施設整備による業務効率の向上および合理化 松戸西支店
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がるよう所管部署と情報交換を行い指導体制の強化を促進し、一定の成果が得られています。
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監査担当者においては、個人個人の知識習得、内部統制向上のための内部監査の役割認識を深
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中期経営計画（令和４年度～令和６年度）

１ 情勢認識

新型コロナウイルス感染症の拡大は、地域社会、人々の生活に甚大な影響をもたらし、国内経済

は深刻な打撃を受けており、依然として厳しい状況にあります。このような中、ＳＤＧｓをはじめとした

持続可能な社会実現へ向けた世の中からの要請の高まり、行政手続きの簡素化に向けて進展す

るデジタル化、地球温暖化と密接な関係があるといわれる自然災害の頻発化など、大きな時代の

転換期にあるといえます。

ＪＡにおける自己改革の取り組みについては、実践とあわせて成果の見える化等の取り組みを進

め、政府の規制改革推進会議では一定の評価を受けましたが、「農業者所得の向上」「一層の資

材価格の引き下げ」「信用事業の健全な持続性」などが課題として示されました。このようなことか

ら、農業者の所得向上に向けた取り組みの継続・強化に向けて 「不断の自己改革」の取り組みを

実践するとともに、持続可能なＪＡ経営基盤の確立・強化の取り組みを加速させることが求められて

います。

また、令和３年３月末が期限であった改正農協法５年後見直し及び准組合員の事業利用規制に

ついては、農林水産省の総合的な監督指針の改正を踏まえ、ＪＡが組合員との対話とそれに基づく

方針を組合員で構成される総代会で決定し、「自己改革実践サイクル」の構築と実践に取り組む

必要があります。

こうした中、当ＪＡの組織基盤は、農業就業人口の減少、組合員の高齢化が進む一方で、准組合

員は増加基調で推移していることから、組合員構成が大きく変化しています。これまで、地域農業や

ＪＡを支えてきた層の減少・高齢化により、ＪＡの組織基盤が揺らぎかけている状況にあるため、ＪＡと

して次世代への円滑な事業承継の働き掛けを行うとともに、組合員の意思を反映した事業を展開

し、総合事業体として求められる取り組みを実践する必要があります。

経営基盤においては、事業実績の推移を見ると資金運用面の貸出金は年々緩やかに増加して

いますが、事業収益で安定的に推移してきた信用事業収益、共済事業収益が減少傾向に転じてい

ます。その一方で、部門別損益の事業利益（共通管理費配賦後）段階では経済事業の赤字を信

用・共済事業利益で補っている状況が認められます。コロナ禍やマイナス金利政策等の継続が見

込まれるなかで、ＪＡ経営基盤の確立・強化に向けた対応策として、「収支シミュレーションに基づく

目標利益の算定」「経済事業の収益力向上・収支改善に向けた実践具体策の策定」「店舗等の

施設整備の検討」等に取り組むことが肝要となります。

さらに、内部管理態勢の高度化ならびに不祥事未然防止の観点から、内部統制確立に向けた

重点化行動計画を実践することで、組合員、地域住民に信頼される事業運営に寄与する業務執行

体制を確立することが重要となります。

以上の情勢認識を踏まえ、中期経営計画の基本方針と重点取り組み事項を実践します。
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２ 経営理念・基本方針・主な取り組み

 

経経営営理理念念

農を基軸とした活動を通じて、地域・人・環境を創造し、心豊かで

安心して暮らせる地域社会づくりに貢献します。

 

基基本本方方針針

１． 地域の農業を守り育て消費者の信頼に応え、安全で安心な農産物を持続的・安定的に
供給することによって、組合員の所得増大を支援していきます。

２． ＪＡ総合事業を通じて、協同の力で豊かな暮らしやすい地域社会の実現に貢献していき
ます。

３． 次世代の組合員・地域の方々とともに、食と農を基軸として地域に根ざした協同組合と
して、存立していきます。

４． 協同組合としての役割を発揮する土台として、健全で持続可能なＪＡ経営基盤が強化され、
収益性や健全性を確保していきます。

持持続続可可能能なな開開発発目目標標（（ ｓｓ））へへのの取取りり組組みみ  
当ＪＡは、「食と農を基軸として地域に根ざした協同組合」として総合事業と協同活動において、

具体的取り組み事項の実践を通じて への取り組みを進めます。 
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３ 重点取り組み事項

Ⅰ 持続可能な食料・農業基盤の確立

           

１１．．多多様様なな農農業業者者にによよるる地地域域農農業業のの振振興興
農業構造の変化や組合員との対話等を踏まえて、都市農業振興計画を策定するとともに、

可能な限り生産数量目標や販売品取扱高の目標を設定し、その達成に向けて取り組みます。

特に、地域の農業・農地を守るという観点から、多様な農業者の農業の継続を支援します。

加えて、新たに就農する農業者の支援を行うとともに、次世代の担い手確保に取り組みます。
農業経営総合支援を通じて、中小・家族経営を含めた担い手への伴走支援に取り組むととも

に、千葉県農業者支援センターや連合会と連携した対応を強化します。また、様々な方法を用

いて、当ＪＡとして農業労働力の確保に取り組みます。

２２．．ママーーケケッットトイインンににももととづづくく販販売売強強化化
地域で消費するものは地域で生産することを念頭に置き、直接販売の拡大やＪＡ直売所等、

地産地消の取り組みを進めます。また、地域の需要者との結びつきを強化するとともに、多様

な関係者と連携して販路の開拓に取り組みます。

３３．．地地域域のの実実態態にに応応じじたた持持続続可可能能なな農農業業・・地地域域のの振振興興とと政政策策のの確確立立

ＳＤＧｓに向けた取り組みが求められるなか、持続可能な農業生産の実現を目指して、地域・

作目に応じた農業生産・地域の振興に取り組みます。また、その推進・拡大に必要な政策の確

立・推進に取り組みます。

４４．．組組合合員員参参画画にによよるる事事業業運運営営、、営営農農・・経経済済事事業業体体制制のの構構築築

組合員との対話により組合員の参画を促し、事業実施・施設運営、収益改善に取り組み、組

合員満足度の向上に向けて、営農・経済事業の業務の重点化・効率化や必要な営農・経済事業

体制の構築に努めるとともに、農業生産性の向上と営農指導等の効率化・高度化を図ります。ま

た、組合員対応力を強化し、担い手の高度なニーズに対応できる人材育成に取り組みます。

 
 
 

 
 

２ 経営理念・基本方針・主な取り組み

 

経経営営理理念念

農を基軸とした活動を通じて、地域・人・環境を創造し、心豊かで

安心して暮らせる地域社会づくりに貢献します。

 

基基本本方方針針

１． 地域の農業を守り育て消費者の信頼に応え、安全で安心な農産物を持続的・安定的に
供給することによって、組合員の所得増大を支援していきます。

２． ＪＡ総合事業を通じて、協同の力で豊かな暮らしやすい地域社会の実現に貢献していき
ます。

３． 次世代の組合員・地域の方々とともに、食と農を基軸として地域に根ざした協同組合と
して、存立していきます。

４． 協同組合としての役割を発揮する土台として、健全で持続可能なＪＡ経営基盤が強化され、
収益性や健全性を確保していきます。

持持続続可可能能なな開開発発目目標標（（ ｓｓ））へへのの取取りり組組みみ  
当ＪＡは、「食と農を基軸として地域に根ざした協同組合」として総合事業と協同活動において、

具体的取り組み事項の実践を通じて への取り組みを進めます。 
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Ⅱ 持続可能な地域・組織・事業基盤の確立

                
  
１１．．組組合合員員のの拡拡大大とと組組合合員員のの積積極極的的参参加加にによよるる組組合合活活動動のの確確立立

「組合員との対話運動」を継続・拡大し、訪問・対面・非対面を含めたより効果的な対話運動

の追求と組合員の声にもとづいた組織・事業運営に取り組みます。

正・准組合員を対象とした多様な類型に応じて、地域農業・協同組合・ＪＡの「理解」、ＪＡへの

「意思反映」「運営参画」の促進を図り、組合員参加活動の強化を進め、ＪＡへの帰属意識を高

めます。また、目標を定めて組合員の拡大に取り組みます。

２２．．女女性性のの活活躍躍推推進進

女性の意見を反映した運営を促進するため、女性運営参画に資する環境・態勢整備に取り組

みます。

３３．．連連携携強強化化にによよるる地地域域活活性性化化

地域住民に対する農業・ＪＡの理解促進に加えＪＡの組合員組織や各種団体等と連携し、地域

との接点を強化します。また、健康管理・増進活動にかかる各事業連合会の連携を強化し、高齢

者層に限らない全世代を対象とした組合員・地域住民の健康増進に取り組みます。

地方公共団体や他の協同組合、農林漁商工業団体など、地域の多様な組織と連携して地域

の活性化に取り組みます。
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Ⅲ 不断の自己改革の実践を支える経営基盤の強化

          
  
１１．．持持続続可可能能なな経経営営基基盤盤のの確確立立・・強強化化

県域団体と連携し、経営環境の変化や地域農業の実態等を踏まえた将来の収支シミュレーション

の精緻化を図るとともに、目標利益（目標改善額）の確保と経営基盤の強化に向けた施策を経営

計画に位置づけて実践し、経済事業の収益力向上・収支改善と店舗等の施設整備を重要課題と位

置づけます。また、老朽化施設等の更新にかかる投資計画を検討・実践します。

コロナ禍による社会の一層のデジタル化の進展を踏まえ、（株）千葉県ＪＡ情報センターとの連携

のもと業務・システムの統一化、デジタル化を進めます。また、情報技術活用促進（デジタルトランス

フォーメーション）への取り組みやサイバーセキュリティ対策強化などシステムリスク管理の高度化

に取り組みます。

２２．．早早期期警警戒戒制制度度のの改改正正もも見見据据ええたたガガババナナンンスス・・内内部部統統制制のの確確立立とと経経営営のの健健全全性性確確保保

コンプライアンスの確立および不祥事未然防止の取り組み、事業の継続と安定的発展を確保す

るため、リスク情報の主体的な収集と適切な経営判断を可能とするためのガバナンス・内部統制

の向上に取り組みます。早期警戒制度の見直しも見据えて、経営者によるＪＡ経営のＰＤＣＡを一層

確立・強化するとともに実践状況について組合員をはじめ、ＪＡ内外へ伝える説明力・対話力の向

上を図ります。

  

Ⅳ 協同組合としての人づくり

       
  
１１．．協協同同組組合合ららししいい人人づづくくりり

激変する環境と課題を踏まえ、変化に対応できる協同組合としての人づくりを進めることが必

要となります。このため、ＪＡは協同組合としての理念・経営戦略を踏まえ、ＪＡ人材育成基本方針

の見直しに取り組み、実践します。

職員の安定的な確保・離職防止や多様な人材の活躍を促すため、「ＪＡらしい活力ある職場づ

くり」に取り組みます。

  

 
 

Ⅱ 持続可能な地域・組織・事業基盤の確立

                
  
１１．．組組合合員員のの拡拡大大とと組組合合員員のの積積極極的的参参加加にによよるる組組合合活活動動のの確確立立

「組合員との対話運動」を継続・拡大し、訪問・対面・非対面を含めたより効果的な対話運動

の追求と組合員の声にもとづいた組織・事業運営に取り組みます。

正・准組合員を対象とした多様な類型に応じて、地域農業・協同組合・ＪＡの「理解」、ＪＡへの

「意思反映」「運営参画」の促進を図り、組合員参加活動の強化を進め、ＪＡへの帰属意識を高

めます。また、目標を定めて組合員の拡大に取り組みます。

２２．．女女性性のの活活躍躍推推進進

女性の意見を反映した運営を促進するため、女性運営参画に資する環境・態勢整備に取り組

みます。

３３．．連連携携強強化化にによよるる地地域域活活性性化化

地域住民に対する農業・ＪＡの理解促進に加えＪＡの組合員組織や各種団体等と連携し、地域

との接点を強化します。また、健康管理・増進活動にかかる各事業連合会の連携を強化し、高齢

者層に限らない全世代を対象とした組合員・地域住民の健康増進に取り組みます。

地方公共団体や他の協同組合、農林漁商工業団体など、地域の多様な組織と連携して地域

の活性化に取り組みます。
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Ⅴ 「食」「農」「地域」「ＪＡ」にかかる住民理解の醸成

          
  
１１．．「「食食」」「「農農」」「「地地域域」」ととここれれららをを支支ええるる「「ＪＪＡＡ」」ににかかかかるる住住民民理理解解のの醸醸成成

食・農・地域の実態と地消地産・食料安全保障の意義について、広く住民に訴える広報活動を

展開します。また、これらを支えるＪＡの役割についてグループ内外に効果的な情報発信を行い、

住民理解の醸成とＪＡの認知度を高め、信頼・共感づくりに取り組みます。

２２．．広広報報活活動動のの位位置置づづけけのの見見直直ししとと ググルルーーププがが一一体体ととななっったた情情報報発発信信のの展展開開

戦略的な広報活動を展開するために、スマートフォンなど手元から情報を得るという情勢を認

識し、デジタルメディアやその他の多様なメディアを活用した情報発信強化を進めます。また、ＪＡ

グループ千葉全体で一層の効果的・効率的な情報発信を行うとともに、一体的な体制づくりの

検討を進めます。

 
 

とうかつ中央 公式インスタグラムとうかつ中央 公式
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４ 各部門の取り組み事項

営農経済部門

実実施施方方針針 １１
都市農業振興計画２０２２を策定し、その実施計画に基づき前向き・積極的な諸方策の実施を着実

に進め、農業者の所得増大、農業生産の拡大を目指し、この地域の特色を活かした地域農業の振興

を図ります。また、経済事業実施体制の見直し・整備を進め、収益力向上・収支改善に向け取り組み

ます。

 

 
 

Ⅴ 「食」「農」「地域」「ＪＡ」にかかる住民理解の醸成

          
  
１１．．「「食食」」「「農農」」「「地地域域」」ととここれれららをを支支ええるる「「ＪＪＡＡ」」ににかかかかるる住住民民理理解解のの醸醸成成

食・農・地域の実態と地消地産・食料安全保障の意義について、広く住民に訴える広報活動を

展開します。また、これらを支えるＪＡの役割についてグループ内外に効果的な情報発信を行い、

住民理解の醸成とＪＡの認知度を高め、信頼・共感づくりに取り組みます。

２２．．広広報報活活動動のの位位置置づづけけのの見見直直ししとと ググルルーーププがが一一体体ととななっったた情情報報発発信信のの展展開開

戦略的な広報活動を展開するために、スマートフォンなど手元から情報を得るという情勢を認

識し、デジタルメディアやその他の多様なメディアを活用した情報発信強化を進めます。また、ＪＡ

グループ千葉全体で一層の効果的・効率的な情報発信を行うとともに、一体的な体制づくりの

検討を進めます。

 
 

とうかつ中央 公式インスタグラムとうかつ中央 公式
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資産管理部門

実実施施方方針針 ２２
組合員次世代後継者が、暮らしやすい地域社会の中で、持続可能な安定且つ所得増大に繫がる

農地の保全と有効活用の支援を行うために、事業承継及び税務相談業務、確定申告業務の充実化

を図り、組合員のための協同組合としての役割を発揮します。
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信用部門

実実施施方方針針 ３３
持続可能な事業基盤の確立に向け、地域との接点の強化と利用者のニーズを踏まえた提案活動

の実践を進めます。

 
実実施施方方針針 ４４
「自己改革の実践を支えるＪＡ経営基盤」のさらなる強化を図ります。

 

 
 

資産管理部門

実実施施方方針針 ２２
組合員次世代後継者が、暮らしやすい地域社会の中で、持続可能な安定且つ所得増大に繫がる

農地の保全と有効活用の支援を行うために、事業承継及び税務相談業務、確定申告業務の充実化

を図り、組合員のための協同組合としての役割を発揮します。
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共済部門

実実施施方方針針 ５５
組合員・利用者一人一人に寄り添った安心と満足の提供、持続可能なＪＡ経営基盤の確立・強化に取り

組みます。
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管理部門

実実施施方方針針 ６６
持続可能な地域・組織・事業基盤の確立、及び不断の自己改革の実践を支える経営基盤の強化

を図ります。

また、協同組合としての人づくりを基本とした活力ある職場づくりに取り組みます。

 
 
 

 
 

共済部門

実実施施方方針針 ５５
組合員・利用者一人一人に寄り添った安心と満足の提供、持続可能なＪＡ経営基盤の確立・強化に取り

組みます。
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実実施施方方針針 ７７
経営環境の変化等を踏まえた、将来見通しを経営計画に反映・実践することで、経営基盤の強化
に取り組みます。

 
実実施施方方針針 ８８
業務の健全かつ適正な運営の確保等並びに決算における適正な償却・引当てのため、資産査定
を実施するとともに、内部統制の整備を図ります。

 
実実施施方方針針 ９９
不祥事未然防止の取り組みおよび事業の継続と安定的発展を確保するため、内部統制の向上に

向けた取り組みを進めます。

 
  

― 26 ―



 
 

実実施施方方針針 ７７
経営環境の変化等を踏まえた、将来見通しを経営計画に反映・実践することで、経営基盤の強化
に取り組みます。

 
実実施施方方針針 ８８
業務の健全かつ適正な運営の確保等並びに決算における適正な償却・引当てのため、資産査定
を実施するとともに、内部統制の整備を図ります。

 
実実施施方方針針 ９９
不祥事未然防止の取り組みおよび事業の継続と安定的発展を確保するため、内部統制の向上に

向けた取り組みを進めます。
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総合財務計画

令和４年４月１日から令和７年３月３１日まで

単位 千円

初 年 度 第 年 度 第 年 度

令 和 年 度 令 和 年 度 令 和 年 度

信信 用用 事事 業業 資資 産産

現 金

預 金

有 価 証 券

貸 出 金

そ の 他 信 用 事 業 資 産

貸 倒 引 当 金 控 除 △ 390,100 △ 368,830 △ 346,960

共共 済済 事事 業業 資資 産産

経経 済済 事事 業業 資資 産産

経 済 事 業 未 収 金

経 済 受 託 債 権

棚 卸 資 産

そ の 他 の 経 済 事 業 資 産

貸 倒 引 当 金 控 除

固固 定定 資資 産産

有 形 ・ 無 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額 （ 控 除 ） △ 3,577,500 △ 3,730,000 △ 3,900,000

外外 部部 出出 資資

雑雑 資資 産産 ・・ 繰繰 延延 税税 金金 資資 産産

資資 産産 のの 部部 合合 計計

科 目
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総合財務計画

令和４年４月１日から令和７年３月３１日まで

単位 千円

  
初 年 度 第 年 度 第 年 度

令 和 年 度 令 和 年 度 令 和 年 度

信信 用用 事事 業業 負負 債債

貯 金

そ の 他 信 用 事 業 負 債

共共 済済 事事 業業 負負 債債

経経 済済 事事 業業 負負 債債

経 済 事 業 未 払 金

経 済 受 託 債 務

そ の 他 経 済 事 業 負 債

雑雑 負負 債債

諸諸 引引 当当 金金

再再 評評 価価 にに 係係 るる 繰繰 延延 税税 金金 負負 債債

負負 債債 のの 部部 合合 計計

組組 合合 員員 資資 本本

出 資 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

処 分 未 済 持 分 △ 8,000 △ 8,000 △ 8,000

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純純 資資 産産 のの 部部 合合 計計

負負 債債 及及 びび 純純 資資 産産 のの 部部 合合 計計

科 目

 
 

総合財務計画

令和４年４月１日から令和７年３月３１日まで

単位 千円

初 年 度 第 年 度 第 年 度

令 和 年 度 令 和 年 度 令 和 年 度

信信 用用 事事 業業 資資 産産

現 金

預 金

有 価 証 券

貸 出 金

そ の 他 信 用 事 業 資 産

貸 倒 引 当 金 控 除 △ 390,100 △ 368,830 △ 346,960

共共 済済 事事 業業 資資 産産

経経 済済 事事 業業 資資 産産

経 済 事 業 未 収 金

経 済 受 託 債 権

棚 卸 資 産

そ の 他 の 経 済 事 業 資 産

貸 倒 引 当 金 控 除

固固 定定 資資 産産

有 形 ・ 無 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額 （ 控 除 ） △ 3,577,500 △ 3,730,000 △ 3,900,000

外外 部部 出出 資資

雑雑 資資 産産 ・・ 繰繰 延延 税税 金金 資資 産産

資資 産産 のの 部部 合合 計計

科 目
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総合収支計画

令和４年４月１日から令和７年３月３１日まで

単位 千円

初 年 度 第 年 度 第 年 度

令 和 年 度 令 和 年 度 令 和 年 度

信 用 事 業 総 利 益

共 済 事 業 総 利 益

購 買 事 業 総 利 益

販 売 事 業 総 利 益

利 用 事 業 総 利 益

資 産 管 理 事 業 総 利 益

指 導 事 業 収 支 差 額 △ 68,500 △ 69,500 △ 70,000

事事 業業 総総 利利 益益

事 業 管 理 費

事事 業業 利利 益益

事 業 外 損 益

経経 常常 利利 益益

特 別 損 益 △ 113,000 △ 113,000 △ 113,000

税税 引引 前前 当当 期期 利利 益益

法法 人人 税税 等等 △ 84,154 △ 48,419 △ 51,738

当当 期期 剰剰 余余 金金

前 期 繰 越 剰 余 金

当当 期期 未未 処処 分分 剰剰 余余 金金

科 目
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主要事業計画

令和４年４月１日から令和７年３月３１日まで

単位 千円

 

初 年 度 第 年 度 第 年 度

令 和 年 度 令 和 年 度 令 和 年 度

預 金

有 価 証 券

貸 出 金

貯 金

長 期 共 済 新 契 約 高

年 金 共 済 契 約 高

長 期 共 済 保 有 高

年 金 共 済 保 有 高

火 災 共 済 新 契 約 掛 金

自 動 車 共 済 金 契 約 掛 金

自 賠 責 共 済 新 契 約 台 数

購 買 品 取 扱 高

販 売 品 取 扱 高

利 用 事 業 収 入

資 産 管 理 事 業 取 扱 契 約 高

科 目

 
 

総合収支計画

令和４年４月１日から令和７年３月３１日まで

単位 千円

初 年 度 第 年 度 第 年 度

令 和 年 度 令 和 年 度 令 和 年 度

信 用 事 業 総 利 益

共 済 事 業 総 利 益

購 買 事 業 総 利 益

販 売 事 業 総 利 益

利 用 事 業 総 利 益

資 産 管 理 事 業 総 利 益

指 導 事 業 収 支 差 額 △ 68,500 △ 69,500 △ 70,000

事事 業業 総総 利利 益益

事 業 管 理 費

事事 業業 利利 益益

事 業 外 損 益

経経 常常 利利 益益

特 別 損 益 △ 113,000 △ 113,000 △ 113,000

税税 引引 前前 当当 期期 利利 益益

法法 人人 税税 等等 △ 84,154 △ 48,419 △ 51,738

当当 期期 剰剰 余余 金金

前 期 繰 越 剰 余 金

当当 期期 未未 処処 分分 剰剰 余余 金金

科 目
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ＪＡとうかつ中央

都市農業振興計画２０２２ 案

ＪＡとうかつ中央

都市農業振興計画２０２２ 案

― 33 ―



― 34 ―



ＪＡとうかつ中央は、

「農業者の所得増大」「農業生産拡大」「地域の活性化」を実現し、

組合員・利用者のニーズに応え、協同の力で豊かな暮らしやすい

地域社会の実現に貢献していきます。
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Ⅰ はじめに

ＪＡとうかつ中央管内の松戸市、流山市、鎌ケ谷市はいずれも農業振興地域に指定されていない都市

的な地域ですが、多くの意欲的な農家により生産性の高い農業が展開されています。ネギ、ダイコン、梨、

カブ、エダマメ、ホウレンソウ等の特産品があり、首都圏立地の有利性を活かして、市場出荷に加え、直売

など多様なスタイルの販売が行われています。

しかし、農業を取り巻く環境は大きく変化しており、農業者の高齢化や後継者・担い手不足、農地の都

市的利用や宅地化がいまだ進むなかで、管内における販売農家戸数はこの２０年間で半減し、経営耕地

面積も約４割減少しています。

一方、国においては平成２９年に生産緑地法が改正、平成３０年に特定生産緑地制度や都市農地貸

借法が施行され、都市農業の果たす役割への期待は大きくなっています。

振り返れば我が国の農協設立以来、ＪＡは事業とともに地域の農業振興をいかに図っていくか、どう取

り組んでいくかを模索し実践してきました。平成２７年のＪＡ全国大会で決定され、引き続き不断の取り組

みとして実践される「ＪＡ自己改革」において最重点分野とされた「農業者の所得増大」「農業生産の拡

大」は、すべてのＪＡで取り組むものであり、その実現のために地域の農業振興がいかに図られるか、ＪＡが

それに向けていかに取り組むべきかが重要な課題となりました。

当ＪＡにおいては、農家の皆様との話合いや農業経営に対するさまざまな支援策を通じて、農業振興に

積極的な役割を担っていくことが必要であるとの認識の下、平成２９年に「都市農業振興５か年計画」を

策定し、それに基づく「実施計画」を立て、各行政機関、多方面の機関・団体などと連携し、取り組みを進

めてきました。

「都市農業振興５か年計画」も令和３年度をもって最終年度を迎え、その間反復して実施状況を振り

返り、課題を整理し取り組んでまいりましたが、実現できたところがある一方で積み残した課題も少なから

ずあったことは否めません。これらの課題を整理し、さらに現状をふまえ、ここに次期農業振興計画として、

「都市農業振興計画２０２２」を策定します。「農業者の所得増大」「農業生産の拡大」を最大の目的とし

て、都市農業に期待される多様な機能を発揮し、農家のもつ多様な経営資源の育成や経営力強化に向

けて、ＪＡとうかつ中央の最重要かつ全体の組織課題として取り組んでいくこととします。

なお、今次計画はＪＡの経営基盤強化に向けた中期経営計画と両輪で進めていくものとし、それに合わ

せ３か年の計画として下記の構成で策定することといたします。

① 都市農業振興５か年計画の取り組み結果と今後の課題を整理

② 現時点における状況 ・情勢をふまえ実施していくべき事項を整理

③ スケジュール・数値目標を含めた実施計画を策定
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Ⅱ 都市農業振興５か年計画 （平成２９年度～令和３年度）

「都市農業振興５か年計画 実施計画」の主な取り組みと今後の課題

Ⅰ はじめに

ＪＡとうかつ中央管内の松戸市、流山市、鎌ケ谷市はいずれも農業振興地域に指定されていない都市

的な地域ですが、多くの意欲的な農家により生産性の高い農業が展開されています。ネギ、ダイコン、梨、

カブ、エダマメ、ホウレンソウ等の特産品があり、首都圏立地の有利性を活かして、市場出荷に加え、直売

など多様なスタイルの販売が行われています。

しかし、農業を取り巻く環境は大きく変化しており、農業者の高齢化や後継者・担い手不足、農地の都

市的利用や宅地化がいまだ進むなかで、管内における販売農家戸数はこの２０年間で半減し、経営耕地

面積も約４割減少しています。

一方、国においては平成２９年に生産緑地法が改正、平成３０年に特定生産緑地制度や都市農地貸

借法が施行され、都市農業の果たす役割への期待は大きくなっています。

振り返れば我が国の農協設立以来、ＪＡは事業とともに地域の農業振興をいかに図っていくか、どう取

り組んでいくかを模索し実践してきました。平成２７年のＪＡ全国大会で決定され、引き続き不断の取り組

みとして実践される「ＪＡ自己改革」において最重点分野とされた「農業者の所得増大」「農業生産の拡

大」は、すべてのＪＡで取り組むものであり、その実現のために地域の農業振興がいかに図られるか、ＪＡが

それに向けていかに取り組むべきかが重要な課題となりました。

当ＪＡにおいては、農家の皆様との話合いや農業経営に対するさまざまな支援策を通じて、農業振興に

積極的な役割を担っていくことが必要であるとの認識の下、平成２９年に「都市農業振興５か年計画」を

策定し、それに基づく「実施計画」を立て、各行政機関、多方面の機関・団体などと連携し、取り組みを進

めてきました。

「都市農業振興５か年計画」も令和３年度をもって最終年度を迎え、その間反復して実施状況を振り

返り、課題を整理し取り組んでまいりましたが、実現できたところがある一方で積み残した課題も少なから

ずあったことは否めません。これらの課題を整理し、さらに現状をふまえ、ここに次期農業振興計画として、

「都市農業振興計画２０２２」を策定します。「農業者の所得増大」「農業生産の拡大」を最大の目的とし

て、都市農業に期待される多様な機能を発揮し、農家のもつ多様な経営資源の育成や経営力強化に向

けて、ＪＡとうかつ中央の最重要かつ全体の組織課題として取り組んでいくこととします。

なお、今次計画はＪＡの経営基盤強化に向けた中期経営計画と両輪で進めていくものとし、それに合わ

せ３か年の計画として下記の構成で策定することといたします。

① 都市農業振興５か年計画の取り組み結果と今後の課題を整理

② 現時点における状況 ・情勢をふまえ実施していくべき事項を整理

③ スケジュール・数値目標を含めた実施計画を策定
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１ 農家の所得・生産性向上の支援

実施計画項目
都市農業振興５か年計画主な取り組み

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

営農指導・相談

機能の強化

■土壌診断の無料実施と営農指導員による定期的訪問活動の実施

→平成２９年度に無料化し、累計 件の土壌診断を実施。営農指導員による適正量施肥
指導の実施

生産効率化支援

■利用事業（農機）の利用
拡大

→運搬用ダンプ、草刈機
（小型）、油圧ショベル２台
導入

■利用事業（農機）の利用
拡大

→土壌消毒機導入

集出荷体制の
強化

■集出荷施設の整備
→松戸南支店集荷場開設
→新川集荷場予冷設備設置

■集出荷施設の整備
→五香六実支店集荷場開設

農家の収入増に
向けた取り組み

■米検査持込奨励金の支出

→奨励金助成開始

 農畜産物応援定期貯金「大地の輪」及び常盤平支店オープン記念定期貯金賞品農産物等
買い取り累計８，０８６千円

 コープネット出荷の継続
（カブ、エダマメ、コマツナ）

 コープネット出荷の開始
（ロメインレタス）

 収入保険制度説明会の
開催

 レジ導入、キャッシュレス
決済説明会の開催

 コープネット出荷の開始
（ホウレンソウ）

 花いっぱいプロジェクトの
実施

農家の生産費
減 ・経費節減
支援

■農業振興資金（制度資金）の利用拡大
→平成２９年度に基金協会保証料ＪＡ負担を開始。貸付額累計 千円、
基金協会保証料ＪＡ負担累計 円

■農業生産資材の価格引き
下げ
→農薬３９品目価格引下げ
→農薬取扱上位３０品目
価格引下げ

 ＪＡ肥料担い手対策の
実施 千円

■農業生産資材の価格引き
下げ

→農薬３品目の価格引下げ
→ラウンドアップ特別価格
販売

 Ａ肥料担い手対策の
実施 千円
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■計画 → 取り組み結果

都市農業振興５か年計画主な取り組み
今後の課題

令和２年度 令和３年度

 生物性土壌診断の取扱い開始

→２４件

 営農指導員による定期的訪問

活動、課題解決機能の強化

 各種農機講習会の実施
（油圧ショベル資格取得講習会、

ホウレンソウ調整機・収穫機実演

会、パワーアシストスーツ実演会）

 肥料農薬予約注文および配達の
新スケジュール実施

■利用事業（農機）の利用拡大

→ハンマーローター導入
 利用事業拡大に向けた貸出農機

の整備、配置の見直し

■集出荷施設の整備

→松戸西支店集荷場開設

■集出荷体制の整備
→流山市枝豆共販組合設立

■集出荷施設の整備

→中倉庫を流山支店集出荷場へ移転

■集出荷体制の整備
→五香六実地区梨共販出荷開始

 鎌ケ谷地区の出荷体制見直しを

含めた営農経済事業強化

 各集出荷場の運営体制の整備

同左  直接的な収入増に向けた支援

 コープネット出荷の開始
（矢切ねぎ）

 新型コロナウイルス対策各種補助金
申請支援

 地域・農業活性化事業活用
サイネリア 鉢を管内医療従
事者・小中学校・幼稚園等に配布

 新型コロナウイルス対策各種補助金
申請支援

 サイネリア 鉢を管内医療従
事者・小中学校・幼稚園等に配布

同左  配送業務の見直し、コスト低減

■農業生産資材の価格引き下げ

→農薬３品目の価格引下げ
→ラウンドアップ特別価格販売

 ＪＡ肥料担い手対策の実施
千円

 農業用廃プラスチック処理事業へ
のＪＡ助成金増額

 果樹剪定枝処理料助成

■農業生産資材の価格引き下げ

→農薬１品目の価格引下げ
→ラウンドアップ特別価格販売

 ＪＡ肥料担い手対策の実施
 果樹剪定枝処理料助成

１ 農家の所得・生産性向上の支援

実施計画項目
都市農業振興５か年計画主な取り組み

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

営農指導・相談

機能の強化

■土壌診断の無料実施と営農指導員による定期的訪問活動の実施

→平成２９年度に無料化し、累計 件の土壌診断を実施。営農指導員による適正量施肥
指導の実施

生産効率化支援

■利用事業（農機）の利用
拡大

→運搬用ダンプ、草刈機
（小型）、油圧ショベル２台
導入

■利用事業（農機）の利用
拡大

→土壌消毒機導入

集出荷体制の
強化

■集出荷施設の整備
→松戸南支店集荷場開設
→新川集荷場予冷設備設置

■集出荷施設の整備
→五香六実支店集荷場開設

農家の収入増に
向けた取り組み

■米検査持込奨励金の支出

→奨励金助成開始

 農畜産物応援定期貯金「大地の輪」及び常盤平支店オープン記念定期貯金賞品農産物等
買い取り累計８，０８６千円

 コープネット出荷の継続
（カブ、エダマメ、コマツナ）

 コープネット出荷の開始
（ロメインレタス）

 収入保険制度説明会の
開催

 レジ導入、キャッシュレス
決済説明会の開催

 コープネット出荷の開始
（ホウレンソウ）

 花いっぱいプロジェクトの
実施

農家の生産費
減 ・経費節減
支援

■農業振興資金（制度資金）の利用拡大
→平成２９年度に基金協会保証料ＪＡ負担を開始。貸付額累計 千円、
基金協会保証料ＪＡ負担累計 円

■農業生産資材の価格引き
下げ

→農薬３９品目価格引下げ
→農薬取扱上位３０品目
価格引下げ

 ＪＡ肥料担い手対策の
実施 千円

■農業生産資材の価格引き
下げ
→農薬３品目の価格引下げ
→ラウンドアップ特別価格
販売

 Ａ肥料担い手対策の
実施 千円
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２ 地産地消の拡大とマーケティング力の発揮

実施計画項目
都市農業振興５か年計画主な取り組み

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

安心 ・安全な

農産物の生産

■生産履歴管理システムでの管理

→累計 件

ブランド力の

強化

■主力品目のブランド力強化

→全国ねぎサミット
にいがたへの参加
→鎌ケ谷産梨の海外輸出支援
マレーシアへ３ｔ、香港へ

■主力品目のブランド力強化

→直売生産者向けのぼり旗
無料配布

→全国ねぎサミット
まつどへの参加
→ホテルオークラ東京ベイへ
流山市産野菜出荷
→鎌ケ谷産梨の海外輸出支援
マレーシアへ

地 産 地 消 の

拡大

■多様な販売チャネルでの地産地消の拡大

→流山産米学校給食供給の継続実施 累計

■スーパー・インショップ・

直販事業等による販売拡大

→各種販売促進イベント開催

■ＪＡによる地産地消拠点の

新設の検討

→松戸北部市場跡地建設予定

のショッピングモール内直売

所出店検討。長期的に赤字解

消が困難との判断により断念

→ＪＡ直営直売所建設の検討

→農産物直売所に関するアンケ

ート実施

■スーパー・インショップ・

直販事業等による販売拡大

→各種販売促進イベント開催

■多様な販売チャネルでの

地産地消の拡大

→あじさいねぎの産学連携に

よる販促活動（あじさいねぎ

のカレーそぼろ開発・販売、

管内３飲食店でのメニュー開

発・提供、レシピコンテスト）

→ＪＡタウン取扱品目拡大

（かまがやの梨）
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■計画 → 取り組み結果

都市農業振興５か年計画主な取り組み
今後の課題

令和２年度 令和３年度

同左  の取り組みへの支援

■主力品目のブランド力強化

→矢切ねぎ新 袋供給

→地域団体商標「まつどの梨」登録

→まつどの梨 看板設置支援

→鎌ケ谷産梨の海外輸出支援

マレーシアへ

■主力品目のブランド力強化

→まつどの梨段ボールデザインリニュー
アル
→地域団体商標「かまがやの梨」登録
→鎌ケ谷産梨の海外輸出支援
マレーシアへ
→まつどの梨バス停梨型看板に

 管内主要７品目およびその他の
農産物のブランド力強化

 地域団体商標登録された「まつ
どの梨」「かまがやの梨」の販売

力強化

同左  ＪＡ直営農産物直売所の開設に向
けた検討、協議

 インターネットを活用した販路の
拡大

 学校給食での農産物取扱拡大

■スーパー・インショップ・直販事業等

による販売拡大

→各種販売促進イベント開催

■多様な販売チャネルでの地産地消

の拡大

→宅配野菜チョクバイ！ への協力
→クックパッドマート集荷場として
幸田倉庫使用開始
→流山市学校給食への供給品目拡大
→ＪＡタウン取扱品目拡大（シクラメン）

■ＪＡによる地産地消拠点の新設の

検討

→直売所出店に向け、ＪＡ全中による
コンサルティング支援の開始

■スーパー・インショップ・直販事業等

による販売拡大

→各種販売促進イベント開催

■多様な販売チャネルでの地産地消

の拡大

→宅配野菜チョクバイ！ 鎌ケ谷地
区出荷開始
→ＪＡタウン取扱品目拡大（矢切ねぎ）

■ＪＡによる地産地消拠点の新設の

検討

→ＪＡ直営農産物直売所の開設に向け
た協議実施

２ 地産地消の拡大とマーケティング力の発揮

実施計画項目
都市農業振興５か年計画主な取り組み

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

安心 ・安全な

農産物の生産

■生産履歴管理システムでの管理

→累計 件

ブランド力の

強化

■主力品目のブランド力強化

→全国ねぎサミット
にいがたへの参加
→鎌ケ谷産梨の海外輸出支援
マレーシアへ３ｔ、香港へ

■主力品目のブランド力強化

→直売生産者向けのぼり旗
無料配布

→全国ねぎサミット
まつどへの参加
→ホテルオークラ東京ベイへ
流山市産野菜出荷
→鎌ケ谷産梨の海外輸出支援
マレーシアへ

地 産 地 消 の

拡大

■多様な販売チャネルでの地産地消の拡大

→流山産米学校給食供給の継続実施 累計

■スーパー・インショップ・

直販事業等による販売拡大

→各種販売促進イベント開催

■ＪＡによる地産地消拠点の

新設の検討

→松戸北部市場跡地建設予定

のショッピングモール内直売

所出店検討。長期的に赤字解

消が困難との判断により断念

→ＪＡ直営直売所建設の検討

→農産物直売所に関するアンケ

ート実施

■スーパー・インショップ・

直販事業等による販売拡大

→各種販売促進イベント開催

■多様な販売チャネルでの

地産地消の拡大

→あじさいねぎの産学連携に

よる販促活動（あじさいねぎ

のカレーそぼろ開発・販売、

管内３飲食店でのメニュー開

発・提供、レシピコンテスト）

→ＪＡタウン取扱品目拡大

（かまがやの梨）
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３ 後継者・担い手育成などの人材育成

実施計画項目
都市農業振興５か年計画主な取り組み

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

農業後継者 ・

担い手の育成

■後継者、若手農業者への

経営力向上支援

→モデル農家数２７戸

■後継者、若手農業者への

経営力向上支援

→モデル農家数２７戸

■認定農業者との意見交換会

→６会場で開催

■相続・事業承継支援

→顧問税理士による税務
セミナー開催

■後継者、若手農業者への

経営力向上支援

→モデル農家数２７戸

■相続・事業承継支援

→顧問税理士による税務
セミナー開催

行政機関との

ネットワーク化

■３市との関係強化

→定期的な会議、連絡調整、各種施策の共同での取り組み

→援農ボランティア・農作業サポート者の育成・斡旋

→各種イベントへの参加

地元企業・商工

会等とのネット

ワーク化

■地元企業・商工会等との連携による体制づくり

→各種イベントへの参加

■農商工連携による６次産業

化の実践

→鎌ケ谷産梨サイダーの

製造・販売協力

→松戸産ビール（梨使用）

試作に協力

食 農 教 育

■食農教育・農業体験活動への取り組みと支援

→管内小学校・幼稚園・保育園等への授業等の協力（梨づくり授業、さつまいも植付・掘取授業、

稲刈り授業、さつまいも掘り体験）

→日本ハムファイターズ鎌ケ谷スタジアム 選手とふれあいイベント（農業体験）協力

■食農教育・農業体験活動

への取り組みと支援

→鎌ケ谷市親子梨狩り体験

教室親子３０組参加

→千葉県主催「おいしさいっぱ

い！ちばの恵み体験ツアー」

運営協力。県内大学生２１名

参加

■食農教育・農業体験活動

への取り組みと支援

→鎌ケ谷市親子梨狩り体験

教室親子３０組参加

→食育応援組織むぎの会へ

製粉機寄贈
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■計画 → 取り組み結果

都市農業振興５か年計画主な取り組み
今後の課題

令和２年度 令和３年度

■後継者、若手農業者への経営力

向上支援

→モデル農家数３２戸

 農業無料職業紹介所
→事業説明会・労務管理研修会の

開催

→事業開始

■後継者、若手農業者への経営力

向上支援

→モデル農家数３２戸

 農業無料職業紹介所
→雇用管理・人材マネジメントセミナー

の開催

 経営力向上支援のための人材
育成

 相談機能の強化
 農業無料職業紹介所の利用拡充

 農業無料職業紹介所
→求人数１０６人、求職者数８８人、マッチング数５０件

同左  農地利用集積制度等を活用した
支援

同左  地元企業・商工会との連携強化
 収入増につながる加工品開発
への支援■農商工連携による６次産業化の

実践
→鎌ケ谷産梨カレー（甘口）の
製造・販売協力

 学校給食用米を「とうかつ草の根
フードバンク」へ寄付

■農商工連携による６次産業化の

実践
→鎌ケ谷産梨カレー（中辛）の
製造・販売協力

 フードドライブの実施

同左  行政や企業等と連携した食農教
育・農業体験活動の充実

３ 後継者・担い手育成などの人材育成

実施計画項目
都市農業振興５か年計画主な取り組み

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

農業後継者 ・

担い手の育成

■後継者、若手農業者への

経営力向上支援

→モデル農家数２７戸

■後継者、若手農業者への

経営力向上支援

→モデル農家数２７戸

■認定農業者との意見交換会

→６会場で開催

■相続・事業承継支援

→顧問税理士による税務
セミナー開催

■後継者、若手農業者への

経営力向上支援

→モデル農家数２７戸

■相続・事業承継支援

→顧問税理士による税務
セミナー開催

行政機関との

ネットワーク化

■３市との関係強化

→定期的な会議、連絡調整、各種施策の共同での取り組み

→援農ボランティア・農作業サポート者の育成・斡旋

→各種イベントへの参加

地元企業・商工

会等とのネット

ワーク化

■地元企業・商工会等との連携による体制づくり

→各種イベントへの参加

■農商工連携による６次産業

化の実践

→鎌ケ谷産梨サイダーの

製造・販売協力

→松戸産ビール（梨使用）

試作に協力

食 農 教 育

■食農教育・農業体験活動への取り組みと支援

→管内小学校・幼稚園・保育園等への授業等の協力（梨づくり授業、さつまいも植付・掘取授業、

稲刈り授業、さつまいも掘り体験）

→日本ハムファイターズ鎌ケ谷スタジアム 選手とふれあいイベント（農業体験）協力

■食農教育・農業体験活動

への取り組みと支援

→鎌ケ谷市親子梨狩り体験

教室親子３０組参加

→千葉県主催「おいしさいっぱ

い！ちばの恵み体験ツアー」

運営協力。県内大学生２１名

参加

■食農教育・農業体験活動

への取り組みと支援

→鎌ケ谷市親子梨狩り体験

教室親子３０組参加

→食育応援組織むぎの会へ

製粉機寄贈
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４．計画の実施

実施計画項目
都市農業振興５か年計画主な取り組み

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

経 営 体 制

 農業振興担当常務の創設

推進体制の整備

 営農生活課に新採用１名
配置

 営農経済部に農業振興課
新設

 全職員による実施計画研
修会を実施

 営農生活課に新採用１名
配置

 ＪＡ新入職員農業研修の開始

情 報 発 信
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■計画 → 取り組み結果

都市農業振興５か年計画主な取り組み
今後の課題

令和２年度 令和３年度

 営農指導員の育成・増員・強化、
組織体制の見直し

 経済センター機能の再構築
 各部門・支店との連携・共有

 ＪＡとうかつ中央公式
開設

 ＪＡとうかつ中央公式
、 開設

 公式 での情報発信の強化

４．計画の実施

実施計画項目
都市農業振興５か年計画主な取り組み

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

経 営 体 制

 農業振興担当常務の創設

推進体制の整備

 営農生活課に新採用１名
配置

 営農経済部に農業振興課
新設

 全職員による実施計画研
修会を実施

 営農生活課に新採用１名
配置

 ＪＡ新入職員農業研修の開始

情 報 発 信
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地産地消の拡大とマーケティング力の発揮

適正施肥・防除指導・生産履歴管理

主力品目のブランド力強化

を通して出荷された品目を抽出し、各種手数料差引前・消費税込金額で表示しています。

※汎用検索システム「販売データ（共撰・個撰販売）」より抽出

目標 実績 目標 実績 目標 実績

矢切ねぎ

ねぎ（松戸）

項項目目＼＼年年度度

出荷農家数（戸）

販売額（千円）

出荷数量（ケース）

販売額（千円）

出荷数量（ケース）

平均単価（円）

平均単価（円）

出荷農家数（戸）

令和元年度 令和３年度

幸水以外

出荷農家数（戸）

出荷数量（ケース）

大根（鎌ヶ谷）

梨（鎌ヶ谷）
販売額（千円）

平均単価（円）

平均単価（円）

出荷農家数（戸）

出荷数量（ケース）

かぶ（松戸）

青ネギ（松戸・流山）

出荷農家数（戸）

販売額（千円）

ほうれん草（松戸）

あじさいねぎ

枝豆（松戸）

出荷農家数（戸）

販売額（千円）

出荷数量（FG等）

平均単価（円）

出荷農家数（戸）

平均単価（円）

出荷農家数（戸）

販売額（千円）

出荷数量（FG等）

出荷数量（千束）

平成２９年度

販売額（千円）

平均単価（円）

平均単価（円）

販売額（千円）

出荷数量（千束）

出荷農家数（戸）

販売額（千円）

出荷数量（ケース）

平均単価（円）

出荷農家数（戸）

販売額（千円）

出荷数量（千束）

平均単価（円）

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績

履歴記帳システムによる管理件数（件）

令和３年度

土壌診断の実施件数（件）

項項目目＼＼年年度度
平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度
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後継者・担い手育成などの人材育成

後継者・若手農業者への経営力向上支援

平成３０年 月に農業振興課が新設されたため、平成２９年度から令和元年度は同じモデル農家を訪問することとしました。

また、令和２年度は新型コロナウイルスの影響により訪問活動を控えていたため、令和３年度は前年と同農家の訪問としました。

目標 実績 目標 実績 目標 実績

件数 →

面積（a） →

令和元年度 令和３年度

農地の流動化基盤法による利用権設定

項項目目＼＼年年度度

認定農業者数（人）

モデル農家の経営支援

平成２９年度

地産地消の拡大とマーケティング力の発揮

適正施肥・防除指導・生産履歴管理

主力品目のブランド力強化

を通して出荷された品目を抽出し、各種手数料差引前・消費税込金額で表示しています。

※汎用検索システム「販売データ（共撰・個撰販売）」より抽出

目標 実績 目標 実績 目標 実績

矢切ねぎ

ねぎ（松戸）

項項目目＼＼年年度度

出荷農家数（戸）

販売額（千円）

出荷数量（ケース）

販売額（千円）

出荷数量（ケース）

平均単価（円）

平均単価（円）

出荷農家数（戸）

令和元年度 令和３年度

幸水以外

出荷農家数（戸）

出荷数量（ケース）

大根（鎌ヶ谷）

梨（鎌ヶ谷）
販売額（千円）

平均単価（円）

平均単価（円）

出荷農家数（戸）

出荷数量（ケース）

かぶ（松戸）

青ネギ（松戸・流山）

出荷農家数（戸）

販売額（千円）

ほうれん草（松戸）

あじさいねぎ

枝豆（松戸）

出荷農家数（戸）

販売額（千円）

出荷数量（FG等）

平均単価（円）

出荷農家数（戸）

平均単価（円）

出荷農家数（戸）

販売額（千円）

出荷数量（FG等）

出荷数量（千束）

平成２９年度

販売額（千円）

平均単価（円）

平均単価（円）

販売額（千円）

出荷数量（千束）

出荷農家数（戸）

販売額（千円）

出荷数量（ケース）

平均単価（円）

出荷農家数（戸）

販売額（千円）

出荷数量（千束）

平均単価（円）

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績

履歴記帳システムによる管理件数（件）

令和３年度

土壌診断の実施件数（件）

項項目目＼＼年年度度
平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度
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■ 農家の所得・生産性向上の支援

営農指導・相談機能の強化

生産効率化支援

営農・経済事業実施体制の整備・強化

■ 地産地消拡大とマーケティング力の発揮

安心・安全な農産物の生産

ブランド力の強化

地産地消の拡大

■ 後継者・担い手育成等農業人材育成

農業後継者・担い手の育成

行政機関とのネットワーク化

地元企業・商工会等とのネットワーク化

食農教育

農 業 振 興 活 動

Ｊ Ａとうかつ中央都市農業振興計画基本フレーム
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Ⅲ 都市農業振興計画２０２２

■ 農家の所得・生産性向上の支援

営農指導・相談機能の強化

生産効率化支援

営農・経済事業実施体制の整備・強化

■ 地産地消拡大とマーケティング力の発揮

安心・安全な農産物の生産

ブランド力の強化

地産地消の拡大

■ 後継者・担い手育成等農業人材育成

農業後継者・担い手の育成

行政機関とのネットワーク化

地元企業・商工会等とのネットワーク化

食農教育

農 業 振 興 活 動

Ｊ Ａとうかつ中央都市農業振興計画基本フレーム
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Ⅲ．都市農業振興計画
「都市農業振興５か年計画」の取り組み結果と今後の課題をふまえ、新たに「都市農業振興計画２０２２」

を策定しました。この計画は、ＪＡの経営基盤強化に向けた中期経営計画と両輪で進めるため、３か年の計画

として策定しております。

ＪＡとうかつ中央が目指す農業振興の基本的な方向は大きく３つに分類されます。

まず、第一に「農家の所得・生産性向上の支援」です。各種情報を共有しながら、営農指導や相談機能強

化を通じた所得向上支援を行います。また、農業用機械の貸出利用や資材の価格体系見直し等生産の効

率化やコスト減に資する施策に取り組みます。加えて、経済センター機能と支店における営農経済事業の再

構築を検討・実施していきます。

第二は「地産地消拡大とマーケティング力の発揮」です。安心・安全な農産物の生産支援はもちろんのこ

と、販売力強化につながる主力農産物のブランド化を進めます。さらに、地産地消の拠点となる当ＪＡ直営農

産物直売所を開設し、農家の販路拡大と収入増を目指します。

第三は「後継者・担い手育成等農業人材育成」です。今後の地域を支えていく農家へのサポートを強化し、

経営力向上を支援します。また、行政機関等と連携しながら農地の利用集積制度の活用や地域での食農教

育を進めていきます。

１． 農家の所得・生産性向上の支援

①① 営営農農指指導導・・相相談談機機能能のの強強化化

営農指導員によるモデル的農家への定期巡回指導を徹底し、農業経営への相談機能を強化します。さら

に営農指導事業と経済事業との連携を図り、情報を共有して経営力向上支援に取り組みます。そのために

も、営農指導員の育成・増員・強化、農家台帳の作成・共有を行います。

また農業資金に関しては基金協会保証料のＪＡ負担を継続・拡充し、実質的な農家の負担軽減を図ります。

■ 営営農農指指導導員員のの定定期期巡巡回回指指導導

■ 土土壌壌診診断断無無料料実実施施

■ 農農業業振振興興資資金金（（制制度度資資金金））のの利利用用拡拡大大

■ 農農家家台台帳帳のの統統一一フフォォーームム策策定定

■ 農農家家台台帳帳のの作作成成
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②② 生生産産効効率率化化支支援援

これまで農業用機械の新規購入・貸出を行ってきましたが、今後は耐用年数・利用率等を鑑みながら生産

効率化に効果的な利用を図るとともに、農業用機械の価格高騰、農家の高齢化・担い手不足対策として、農

作業受託業務や農作業の負担軽減のため先端技術を活用したスマート農業の導入を検討します。

今後も地域内競合店の生産資材の価格調査を行い、農家の利用実態などを勘案し、引取値引き制度な

どの価格体系の見直しを行います。

■ 農農業業用用機機械械利利用用をを通通じじたた生生産産効効率率化化支支援援

■ 地地域域内内競競合合店店のの生生産産資資材材価価格格調調査査

■ 先先端端技技術術をを活活用用ししたたススママーートト農農業業のの導導入入検検討討

■ 直直接接的的なな収収入入増増にに向向けけたた支支援援

■ 農農作作業業受受託託業業務務のの検検討討

■ 生生産産資資材材のの価価格格体体系系見見直直しし検検討討

③③ 営営農農・・経経済済事事業業実実施施体体制制のの整整備備・・強強化化

農業振興を推し進めていくためには、現在の営農・経済事業体制を整備する必要があります。現状の分析

や農家へのヒアリング等を通して、経済センター機能と支店における営農経済事業の再構築を検討し、充分

かつ効率的な体制を目指します。特に、鎌ケ谷市は多くの耕地があり、主業農家（所得の５０％以上が農業

所得で、１年間に６０日以上自営農業に従事している６０歳未満の世帯員がいる農家）割合も多いことから、

定期巡回相談業務強化や営農指導員の配置等、機能の整備・強化を検討していきます。

また、各地区の集出荷施設の整備が進んできたことから、今後は地域ごとの利用状況や新たな課題など

の確認を行い、各集出荷場の状況に即した運用体制の整備をして利用拡大を図ります。

■ 経経済済セセンンタターー・・支支店店のの営営農農経経済済事事業業機機能能のの再再構構築築

■ 鎌鎌ケケ谷谷地地区区のの出出荷荷体体制制・・営営農農指指導導機機能能強強化化

■ 各各集集出出荷荷場場のの運運用用体体制制整整備備にによよるる

利利用用拡拡大大・・販販売売機機能能強強化化

Ⅲ．都市農業振興計画
「都市農業振興５か年計画」の取り組み結果と今後の課題をふまえ、新たに「都市農業振興計画２０２２」

を策定しました。この計画は、ＪＡの経営基盤強化に向けた中期経営計画と両輪で進めるため、３か年の計画

として策定しております。

ＪＡとうかつ中央が目指す農業振興の基本的な方向は大きく３つに分類されます。

まず、第一に「農家の所得・生産性向上の支援」です。各種情報を共有しながら、営農指導や相談機能強

化を通じた所得向上支援を行います。また、農業用機械の貸出利用や資材の価格体系見直し等生産の効

率化やコスト減に資する施策に取り組みます。加えて、経済センター機能と支店における営農経済事業の再

構築を検討・実施していきます。

第二は「地産地消拡大とマーケティング力の発揮」です。安心・安全な農産物の生産支援はもちろんのこ

と、販売力強化につながる主力農産物のブランド化を進めます。さらに、地産地消の拠点となる当ＪＡ直営農

産物直売所を開設し、農家の販路拡大と収入増を目指します。

第三は「後継者・担い手育成等農業人材育成」です。今後の地域を支えていく農家へのサポートを強化し、

経営力向上を支援します。また、行政機関等と連携しながら農地の利用集積制度の活用や地域での食農教

育を進めていきます。

１． 農家の所得・生産性向上の支援

①① 営営農農指指導導・・相相談談機機能能のの強強化化

営農指導員によるモデル的農家への定期巡回指導を徹底し、農業経営への相談機能を強化します。さら

に営農指導事業と経済事業との連携を図り、情報を共有して経営力向上支援に取り組みます。そのために

も、営農指導員の育成・増員・強化、農家台帳の作成・共有を行います。

また農業資金に関しては基金協会保証料のＪＡ負担を継続・拡充し、実質的な農家の負担軽減を図ります。

■ 営営農農指指導導員員のの定定期期巡巡回回指指導導

■ 土土壌壌診診断断無無料料実実施施

■ 農農業業振振興興資資金金（（制制度度資資金金））のの利利用用拡拡大大

■ 農農家家台台帳帳のの統統一一フフォォーームム策策定定

■ 農農家家台台帳帳のの作作成成

― 51 ―



２． 地産地消拡大とマーケティング力の発揮

①① 安安心心・・安安全全なな農農産産物物のの生生産産

適正施肥・防除の指導、生産履歴管理システムの導入を行ってきましたが、引続きこれらの徹底を図り、安心・

安全な農産物の生産に努めます。そのうえで、ＧＡＰの取得に対する農家や生産部会の取り組みを支援します。

■ 生生産産履履歴歴管管理理シシスステテムムででのの管管理理のの徹徹底底

■ 意意欲欲的的なな農農家家にに対対ししててのの支支援援

②② ブブラランンドド力力のの強強化化

矢切ねぎ・あじさいねぎ・まつどの梨・かまがや

の梨は地域団体商標や商標登録され、主力農産

物のブランド化の取り組みは一定の成果が出て

います。今後はこれら農産物のブランド力をより一

層向上させていくとともに、これらに続く農産物の

販売力強化を管内主要７品目（ネギ、ダイコン、

梨、カブ、青ネギ、エダマメ、ホウレンソウ）等から図

ります。

■ ブブラランンドド力力のの強強化化

■ 新新たたななブブラランンドド化化農農産産物物のの選選定定
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③③ 地地産産地地消消のの拡拡大大

（１）ＪＡ直営農産物直売所の開設

地産地消を通じた販路拡大と農家の所得向上を目指

し、ＪＡ直営の農産物直売所を常盤平支店敷地内に開設し

ます。地産地消の拠点として、農家の生産・出荷意欲を高

める営農指導や生産支援を行います。そのうえで、直売所

を拠点とした学校給食やインターネット販売を積極的に活

用し、実店舗だけでない販売チャネルを検討します。

これまでも松戸市の都市農業振興計画と連携し協議し

てきましたが、今後もＪＡが主導的役割を発揮しつつ、行政

機関との協働プロジェクトとして進めていきます。

■ ＪＪＡＡ直直営営農農産産物物直直売売所所のの開開設設

■ 集集客客力力とと安安定定的的なな売売上上高高確確保保にに向向けけたた施施策策検検討討

■ ＪＪＡＡ直直営営農農産産物物直直売売所所出出荷荷にに向向けけたた生生産産支支援援

■ ＪＪＡＡ直直営営農農産産物物直直売売所所をを拠拠点点ととししたた販販売売チチャャネネルルのの検検討討

（２）多様な販売チャネルの検討

既存の販売チャネルの現状について把握し、収益性確保や生産・出荷率向上につながる販路拡大への提案、

支援を行い販売力の強化を図ります。また、農産物の付加価値向上や継続的な収益の確保、さらに行政と連携

し地域活性化を目指した農産物の加工・商品開発の支援を行います。

■ イインンタターーネネッットトをを活活用用ししたた販販路路のの拡拡大大

■ 観観光光農農園園・・直直売売所所経経営営農農家家へへのの販販路路拡拡大大、、広広報報提提案案等等支支援援

■ 農農産産物物のの加加工工・・販販売売にに取取りり組組むむ農農家家へへのの支支援援

■ 飲飲食食店店等等ででのの継継続続的的なな管管内内農農産産物物取取扱扱拡拡大大

■ 学学校校給給食食ででのの管管内内農農産産物物取取扱扱拡拡大大にに向向けけたた行行政政へへのの働働ききかかけけ

■ ＪＪＡＡ直直営営農農産産物物直直売売所所とと学学校校給給食食連連携携にによよるる管管内内農農産産物物取取扱扱拡拡大大

２． 地産地消拡大とマーケティング力の発揮

①① 安安心心・・安安全全なな農農産産物物のの生生産産

適正施肥・防除の指導、生産履歴管理システムの導入を行ってきましたが、引続きこれらの徹底を図り、安心・

安全な農産物の生産に努めます。そのうえで、ＧＡＰの取得に対する農家や生産部会の取り組みを支援します。

■ 生生産産履履歴歴管管理理シシスステテムムででのの管管理理のの徹徹底底

■ 意意欲欲的的なな農農家家にに対対ししててのの支支援援

②② ブブラランンドド力力のの強強化化

矢切ねぎ・あじさいねぎ・まつどの梨・かまがや

の梨は地域団体商標や商標登録され、主力農産

物のブランド化の取り組みは一定の成果が出て

います。今後はこれら農産物のブランド力をより一

層向上させていくとともに、これらに続く農産物の

販売力強化を管内主要７品目（ネギ、ダイコン、

梨、カブ、青ネギ、エダマメ、ホウレンソウ）等から図

ります。

■ ブブラランンドド力力のの強強化化

■ 新新たたななブブラランンドド化化農農産産物物のの選選定定
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３． 後継者・担い手育成等農業人材育成

①① 農農業業後後継継者者・・担担いい手手のの育育成成

農業無料職業紹介所において、求人・求職登録者数を

拡充させるとともに、雇用主への雇用管理研修会等の定期

的な実施、管内の高校や大学と連携・協力した就職の斡旋

を行います。

農業を取り巻く環境が変化する中、経営基盤を強化し法

人化する農家が増えてきています。営農指導員だけでなく、

金融・共済など他部門の職員についても経営サポートがで

きるよう、組織として人材育成していきます。

また、生産緑地法の改正、都市農地貸借法が施行され

たことから、資産管理相談部門と連携し、定期的に研修会

等を開催して農業経営を支援していくとともに、相続やイン

ボイス制度等の税務、農業経営の事業承継等、農家に対

する相談機能を強化します。

■ 事事業業承承継継者者、、新新規規就就農農者者へへののササポポーートト
■ 農農業業無無料料職職業業紹紹介介所所のの利利用用拡拡充充にによよるる労労働働力力
確確保保

■ 経経営営力力向向上上支支援援ののたためめのの人人材材育育成成
■ 資資産産管管理理相相談談部部門門とと営営農農部部門門ととのの連連携携にによよるる
相相談談機機能能強強化化

②② 行行政政機機関関ととののネネッットトワワーークク化化

認定農業者の育成支援や、地域の農業振興、農家の経営安定化へ

の支援をＪＡ単独で行うことは難しいため、行政や商工会などとのネット

ワークづくりを進めながら、今後も連携した対応を継続します。

管内全体では、農業経営者の多くが高齢化し、後継者不足による農

地の縮小、遊休農地の増加といった問題に直面しています。その一方

で、経営規模の拡大を望んでいる若い農家も出てきています。市が行う

農地の利用集積制度（農地銀行等）を有効活用できるよう、ＪＡが仲介

役となって支援します。

■ 営営農農部部門門とと行行政政機機関関ととのの連連携携にによよるる認認定定農農業業者者育育成成支支援援
■ 援援農農ボボラランンテティィアアのの育育成成、、支支援援
■ 農農地地のの利利用用集集積積制制度度等等をを活活用用ししたた規規模模拡拡大大をを目目指指すす農農家家のの
支支援援
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③③ 地地元元企企業業・・商商工工会会等等ととののネネッットトワワーークク化化

地元企業や商工会との連携によるネットワーク体制づくりをこれまで以上に強化します。農商工連携による農

産加工品を製造・販売することで、地域農産物をアピールするとともに地域活性化を促進します。

またフードドライブ等に参加し、食品ロス低減を図り、地域貢献活動に取り組みます。

■ 地地元元企企業業・・商商工工会会等等ととのの連連携携にによよるる体体制制づづくくりり

■ 地地域域貢貢献献活活動動

④④ 食食農農教教育育

都市農業振興を図るうえで、農業やＪＡへの理解と信頼

を地域住民から得ることは非常に大きな意味があります。

今後も農家、行政、学校と連携・協力し、食農教育への支援

を続けていきます。

■ 農農産産物物収収穫穫体体験験

■ 学学校校等等ととのの連連携携

３． 後継者・担い手育成等農業人材育成

①① 農農業業後後継継者者・・担担いい手手のの育育成成

農業無料職業紹介所において、求人・求職登録者数を

拡充させるとともに、雇用主への雇用管理研修会等の定期

的な実施、管内の高校や大学と連携・協力した就職の斡旋

を行います。

農業を取り巻く環境が変化する中、経営基盤を強化し法

人化する農家が増えてきています。営農指導員だけでなく、

金融・共済など他部門の職員についても経営サポートがで

きるよう、組織として人材育成していきます。

また、生産緑地法の改正、都市農地貸借法が施行され

たことから、資産管理相談部門と連携し、定期的に研修会

等を開催して農業経営を支援していくとともに、相続やイン

ボイス制度等の税務、農業経営の事業承継等、農家に対

する相談機能を強化します。

■ 事事業業承承継継者者、、新新規規就就農農者者へへののササポポーートト
■ 農農業業無無料料職職業業紹紹介介所所のの利利用用拡拡充充にによよるる労労働働力力
確確保保

■ 経経営営力力向向上上支支援援ののたためめのの人人材材育育成成
■ 資資産産管管理理相相談談部部門門とと営営農農部部門門ととのの連連携携にによよるる
相相談談機機能能強強化化

②② 行行政政機機関関ととののネネッットトワワーークク化化

認定農業者の育成支援や、地域の農業振興、農家の経営安定化へ

の支援をＪＡ単独で行うことは難しいため、行政や商工会などとのネット

ワークづくりを進めながら、今後も連携した対応を継続します。

管内全体では、農業経営者の多くが高齢化し、後継者不足による農

地の縮小、遊休農地の増加といった問題に直面しています。その一方

で、経営規模の拡大を望んでいる若い農家も出てきています。市が行う

農地の利用集積制度（農地銀行等）を有効活用できるよう、ＪＡが仲介

役となって支援します。

■ 営営農農部部門門とと行行政政機機関関ととのの連連携携にによよるる認認定定農農業業者者育育成成支支援援
■ 援援農農ボボラランンテティィアアのの育育成成、、支支援援
■ 農農地地のの利利用用集集積積制制度度等等をを活活用用ししたた規規模模拡拡大大をを目目指指すす農農家家のの
支支援援
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■ 参考資料

平成 年 平成 年 令和２年 平成 年 平成 年 令和２年 平成 年 平成 年 令和２年

松戸市 流山市 鎌ケ谷市

（経営体） 経営耕地面積規模別経営体数の推移

ｈａ以上

～

～

ｈａ未満

平成 年 平成 年 令和２年 平成 年 平成 年 令和２年 平成 年 平成 年 令和２年

松戸市 流山市 鎌ケ谷市

（人） 年齢別農業就業人口の推移
歳以上

～

～
千葉県平均年齢 歳

平均年齢

歳

平均年齢

歳

平均年齢

歳

平成 年 平成 年 令和２年 平成 年 平成 年 令和２年 平成 年 平成 年 令和２年

松戸市 流山市 鎌ケ谷市

（経営体） 主副業別農家数の推移

副業的農家

準主業農家

主業農家
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平成 年 平成 年 令和２年 平成 年 平成 年 令和２年 平成 年 平成 年 令和２年

松戸市 流山市 鎌ケ谷市

（経営体） 農産物販売金額第 位出荷先別経営体数 その他

農協以外の集出荷団体

小売業者

農協

消費者に直接販売

卸売市場

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 令和２年

（ｈａ） 経営耕地面積の推移

松戸市

流山市

鎌ケ谷市

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 令和２年

（戸） 販売農家戸数の推移

松戸市

流山市

鎌ケ谷市

■ 参考資料

平成 年 平成 年 令和２年 平成 年 平成 年 令和２年 平成 年 平成 年 令和２年

松戸市 流山市 鎌ケ谷市

（経営体） 経営耕地面積規模別経営体数の推移

ｈａ以上

～

～

ｈａ未満

平成 年 平成 年 令和２年 平成 年 平成 年 令和２年 平成 年 平成 年 令和２年

松戸市 流山市 鎌ケ谷市

（人） 年齢別農業就業人口の推移
歳以上

～

～
千葉県平均年齢 歳

平均年齢

歳

平均年齢

歳

平均年齢

歳

平成 年 平成 年 令和２年 平成 年 平成 年 令和２年 平成 年 平成 年 令和２年

松戸市 流山市 鎌ケ谷市

（経営体） 主副業別農家数の推移

副業的農家

準主業農家

主業農家
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Ⅳ 都市農業振興計画２０２２実施計画

（令和４年度～令和６年度）
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Ⅳ．都市農業振興計画２０２２実施計画（令和４年度～令和６年度）

■営農指導員の定期巡回指導

 各種土壌診断に基づく適正量施肥指導を行います。
 農家台帳に基づいた経営診断、支援を行います。

■土壌診断無料実施

 土壌診断（化学性）の無料実施を継続するとともに、分析費用の一部をＪＡが
負担する生物性土壌分析を新たに実施します。

 これらの診断を基に、より具体的な技術相談・アドバイスに繋げていきます。

■農業資金の利用拡大

 農業資金の基金協会保証料ＪＡ負担・金利優遇の
対応を継続します。

 農業資金の利用拡大を図り、農家の要望にきめ細か
く対応します。

 職員の知識向上に努め、農家への情報提供を行い
ます。

■農業資金の利用拡大

 農業資金の基金協会保証
料をＪＡが負担し、金利優遇
の対応をします。

 新たな金利優遇施策を検
討し、幅広い資金対応が
できるよう検討します。

■農家台帳の運用・整備・活用

 農家台帳を基に農家の経営作物や経営規模を
把握・整理し、農家のニーズに合った営農指導を行い
ます。また、経済事業など他部門とも連携し、より具体
的なサポートを行い、農家の経営力向上に努めます。

 農家台帳は常に作成・更新を行い、最新の状況を
把握できるようにします。

 農家台帳の端末データ整備に向けた検討を
行います。

■農家台帳の統一
フォーム策定

 農家台帳の基本
フレームを策定します。

■農家台帳の作成
 経営内容の把握、相談機
能強化のため、ヒアリング
を通じて農家台帳を作成
します。

令和４年度 令和５年度 令和６年度

土壌診断実施件数（件） ４００ ４１０ ４２０

生物性土壌分析件数（件） ３０ ４０ ５０

農家台帳作成数（延べ軒数） ５０ ２００ ３５０

管内３市の農業を取り巻く環境は様々であることから、各種情報を共有

しながら営農指導や相談機能の強化、経営力向上支援に取り組みます。

令和４年度 令和５年度 令和６年度

営
農
指
導
・
相
談
機
能
の
強
化

１
．
農

家

の

所

得

・

生

産

性

向

上

の

支

援
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■農業用機械利用を通じた生産効率化支援

農業用機械の貸出利用率や、農家への意向ヒアリングをふまえながら、生産効率化に

効果的な対策を検討・支援します。

農家の経費削減のため、中古農機・資材の斡旋に向けた体制を整備します。

米の出荷効率化、経費削減、環境負荷の低減を図ることを目的として、フレキシブル

コンテナバックの導入を検討します。

■地域内競合店の生産資材価格調査

管内・周辺地域のホームセンターなど競合店の価格調査を行い、弾力的価格引下げなど

で農家の利用促進を図ります。

全農集約銘柄品と廉価肥料の取扱いを拡大します。

■先端技術を活用したスマート農業の導入検討

圃場情報をデジタル化して管理する、営農管理システム「Ｚ－ＧＩＳ」の導入を検討します。

持ち上げ運搬作業等の軽労化のための農業用アシストスーツや、熟練農業者技術を新

規就農者へ技術継承するためのスマートグラスなど、管内農家が活用できるロボットや

ＡＩ技術の導入推進を検討します。

■直接的な収入増に向けた支援

コープネットなどの契約販売の拡大を進めます。

規模拡大、経営改善を行う農家のため、各種補助金の案内及び申請の支援をします。

■農作業受託業務の検討

農業用機械の価格高騰、農家の高齢化・担い手不足の
対策として、農作業受託業務を検討します。

■新たな価格体系の実践

前年度までの検討結果を
基に、新たな方式を導入
します。

■生産資材の価格体系見直し検討

農家の利用実態などを勘案し、引取値引き制度等の
価格体系見直しを検討します。

令和４年度 令和５年度 令和６年度

生
産
効
率
化
支
援

生産性効率化に効果的な農業用機械の貸出を行うとともに、農作業の

受託業務や農家の経費削減のための価格体系の見直しを検討します。

１
．
農

家

の

所

得

・

生

産

性

向

上

の

支

援

Ⅳ．都市農業振興計画２０２２実施計画（令和４年度～令和６年度）

■営農指導員の定期巡回指導

 各種土壌診断に基づく適正量施肥指導を行います。
 農家台帳に基づいた経営診断、支援を行います。

■土壌診断無料実施

 土壌診断（化学性）の無料実施を継続するとともに、分析費用の一部をＪＡが
負担する生物性土壌分析を新たに実施します。

 これらの診断を基に、より具体的な技術相談・アドバイスに繋げていきます。

■農業資金の利用拡大

 農業資金の基金協会保証料ＪＡ負担・金利優遇の
対応を継続します。

 農業資金の利用拡大を図り、農家の要望にきめ細か
く対応します。

 職員の知識向上に努め、農家への情報提供を行い
ます。

■農業資金の利用拡大

 農業資金の基金協会保証
料をＪＡが負担し、金利優遇
の対応をします。

 新たな金利優遇施策を検
討し、幅広い資金対応が
できるよう検討します。

■農家台帳の運用・整備・活用

 農家台帳を基に農家の経営作物や経営規模を
把握・整理し、農家のニーズに合った営農指導を行い
ます。また、経済事業など他部門とも連携し、より具体
的なサポートを行い、農家の経営力向上に努めます。

 農家台帳は常に作成・更新を行い、最新の状況を
把握できるようにします。

 農家台帳の端末データ整備に向けた検討を
行います。

■農家台帳の統一
フォーム策定

 農家台帳の基本
フレームを策定します。

■農家台帳の作成
 経営内容の把握、相談機
能強化のため、ヒアリング
を通じて農家台帳を作成
します。

令和４年度 令和５年度 令和６年度

土壌診断実施件数（件） ４００ ４１０ ４２０

生物性土壌分析件数（件） ３０ ４０ ５０

農家台帳作成数（延べ軒数） ５０ ２００ ３５０

管内３市の農業を取り巻く環境は様々であることから、各種情報を共有

しながら営農指導や相談機能の強化、経営力向上支援に取り組みます。

令和４年度 令和５年度 令和６年度

営
農
指
導
・
相
談
機
能
の
強
化

１
．
農
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■経済センター・各支店

の経済事業再構築

 前年度までに各地区で

検討されたものをまと

め、経済事業全般の体

制整備を行います。

■鎌ケ谷地区の出荷体制・営農指導機能強化

 営農指導員を複数名配置、定期巡回訪問回数を増やす
など、相談機能を強化します。

■経済センター・支店の営農経済事業機能の再構築

 農家の利用動向や購買・販売実績を踏まえて職員を
配置し、必要に応じて見直しを行います。

■各集出荷場の運用体制整備による

利用拡大・販売機能強化

 地区ごとの出荷状況・体制を分析し、各組合と現状の
課題・効率的な出荷・運用体制について協議します。

 市場等との交渉で販売力強化を図ります。

管内の経済センター機能を再構築し、出荷体制の強化・充実のため

営農指導員の適正配置を行います。

令和４年度 令和５年度 令和６年度

営
農
・
経
済
事
業
実
施
体
制
の
整
備
・
強
化

１
．
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■ブランド力の強化

 矢切ねぎ、あじさいねぎ、まつどの梨、かまがやの梨の販売チャネルを拡大・強化し
知名度を高めます。

 営農指導、情報提供を充実させ、品質向上を図ります。
 全農と連携し、コープネット等の契約出荷量を増加させ、有利販売を行います。

■新たな品目のブランド化
 選定した品目のブランド
化を推進し、有利販売を
目指します。

■新たなブランド化
農産物の選定

 主要７品目の中から、
新たにブランド化できる
農産物を選定します。

■生産履歴管理システムでの管理の徹底

 現状の利用状況・課題を把握し、改善策を検討、実施します。
 生産履歴の記帳、提出、確認を徹底します。

■意欲的な農家に対しての支援

 ＧＡＰに取り組む農家に対して第三者認証取得支援を行います。
 ＧＡＰ認証取得品のＰＲ販売を強化します。

２
．
地
産
地
消
拡
大
と
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
力
の
発
揮

令和４年度 令和５年度 令和６年度

安
心
・
安
全
な
農
産
物
の
生
産

ブ
ラ
ン
ド
力
の
強
化

土壌診断・残留農薬検査・生産履歴管理システムの導入により、安心・安全な農産物の

生産に努めます。さらに、意欲的な農家や生産部会に対して取り組みを支援します。

地域団体商標や商標登録された農産物のブランド力を高めていくとともに、

主要７品目の販売力強化を図ります。

※目標指標については、別紙（主要７品目販売目標）に記載。

令和４年度 令和５年度 令和６年度

生産履歴管理システムによる管理数（人） １００ １２０ １５０■経済センター・各支店

の経済事業再構築

 前年度までに各地区で

検討されたものをまと

め、経済事業全般の体

制整備を行います。

■鎌ケ谷地区の出荷体制・営農指導機能強化

 営農指導員を複数名配置、定期巡回訪問回数を増やす
など、相談機能を強化します。

■経済センター・支店の営農経済事業機能の再構築

 農家の利用動向や購買・販売実績を踏まえて職員を
配置し、必要に応じて見直しを行います。

■各集出荷場の運用体制整備による

利用拡大・販売機能強化

 地区ごとの出荷状況・体制を分析し、各組合と現状の
課題・効率的な出荷・運用体制について協議します。

 市場等との交渉で販売力強化を図ります。

管内の経済センター機能を再構築し、出荷体制の強化・充実のため

営農指導員の適正配置を行います。

令和４年度 令和５年度 令和６年度

営
農
・
経
済
事
業
実
施
体
制
の
整
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■集客力と安定的な売上高確保に向けた施策検討

 直売所の経営分析を行い、都度施策を検討・実施をし
ます。

■ＪＡ直営農産物直売所出荷に向けた生産支援

 定期的に出荷・販売データを農家へ提供し、出荷者
の収入増に繋がる生産支援をします。

■ＪＡ直営農産物直売所を拠点とした販売チャネルの

検討

 店舗販売だけでなく、直売所を拠点とした学校給食
やインターネット販売など様々な販売チャネルを検討
します。

■ＪＡ直営農産物直売所の開設

 常盤平支店敷地内に直売所
を開設します。

 行政機関との協働プロジェク
トとして進めます。

 生産者説明会を開催し、直売
所への出荷を依頼します。

 商圏、直売所開設に向けた集
客力調査のため、支店敷地内

で農産物即売会を定期的に

開催します。

 配属職員に対して、他店舗で
の実地研修を実施します。

令和４年度 令和５年度 令和６年度

ＪＡ直営農産物直売所

年間売上（百万円）
― １９８ ２６４

（１）ＪＡ直営農産物直売所の開設

地産地消の拠点としてＪＡ直営農産物直売所を開設し、多くの消費者を抱える

管内において消費拡大を進めます。

令和４年度 令和５年度 令和６年度

地
産
地
消
の
拡
大

２
．
地
産
地
消
拡
大
と
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
力
の
発
揮
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■インターネットを活用した販路の拡大
 全農で運営している通販サイト「ＪＡタウン」を活用し、管内農産物のインターネット
販売を強化します。

 ＪＡ直営農産物直売所と連携し、ＪＡ独自サイトでの販売を検討します。

■観光農園・直売所経営農家への販路拡大、広報提案等支援
 各農家の取り組み状況を把握し、収益性の確保や生産・出荷等の効率化を目指し
た検討を行います。

 農産物の付加価値の向上や継続的な収益の確保に努めます。
 観光農園、農家経営直売所のＰＲに努めます。

■農産物の加工・販売に取り組む農家への支援
 新たな農産物加工品等の生産を希望する農家に対し、販売拡大等の支援をします。

■飲食店等での継続的な管内農産物取扱拡大
 行政、商工会、観光協会等と連携し、市内飲食店等での継続的な取扱拡大に
努めます。

■ＪＡ直営農産物直売所と学校給食連携による

管内農産物取扱拡大

 前年度までを踏まえ、さらに直売所と連携すること
で農産物の安定供給に努めます。

 農家の過剰な負担とならないよう直売所を通じ
て、市・学校との協議・調整や配送代行等に取り

組みます。

■学校給食での管内農産物

取扱拡大に向けた行政へ

の働きかけ

 地域貢献や食農教育の観点
から、学校給食での管内農
産物取扱拡大に向け、市・学
校と農家の相互調整を図り
ます。

令和４年度 令和５年度 令和６年度

ＪＡタウン取扱数
品目数 ６ ７ ８

販売高（万円） １５０ １７０ ２００

学校給食
供給学校数 １３ １３ １５

販売額（万円） ３，０００ ３，１００ ４，０００

（２）多様な販売チャネルの検討

既存の販売チャネルの現状を把握したうえで、販路拡大への提案・支援を行い

販売の強化を図ります。

令和４年度 令和５年度 令和６年度

２
．
地
産
地
消
拡
大
と
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
力
の
発
揮

■集客力と安定的な売上高確保に向けた施策検討

 直売所の経営分析を行い、都度施策を検討・実施をし
ます。

■ＪＡ直営農産物直売所出荷に向けた生産支援

 定期的に出荷・販売データを農家へ提供し、出荷者
の収入増に繋がる生産支援をします。

■ＪＡ直営農産物直売所を拠点とした販売チャネルの

検討

 店舗販売だけでなく、直売所を拠点とした学校給食
やインターネット販売など様々な販売チャネルを検討
します。

■ＪＡ直営農産物直売所の開設

 常盤平支店敷地内に直売所
を開設します。

 行政機関との協働プロジェク
トとして進めます。

 生産者説明会を開催し、直売
所への出荷を依頼します。

 商圏、直売所開設に向けた集
客力調査のため、支店敷地内

で農産物即売会を定期的に

開催します。

 配属職員に対して、他店舗で
の実地研修を実施します。

令和４年度 令和５年度 令和６年度

ＪＡ直営農産物直売所

年間売上（百万円）
― １９８ ２６４

（１）ＪＡ直営農産物直売所の開設

地産地消の拠点としてＪＡ直営農産物直売所を開設し、多くの消費者を抱える

管内において消費拡大を進めます。

令和４年度 令和５年度 令和６年度

地
産
地
消
の
拡
大

２
．
地
産
地
消
拡
大
と
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
力
の
発
揮

― 65 ―



令和４年度 令和５年度 令和６年度

農業無料職業紹介所マッチング数（件） ６０ ７０ ７５

モデル農家の経営支援（延べ軒数） １５ ３０ ４５

令和４年度 令和５年度 令和６年度

認定農業者数（人） ３４０ ３４５ ３５０

■営農部門と行政機関との連携による認定農業者育成支援

 認定農業者との意見交換会を実施します。
 認定農業者の要望を把握し、支援方策を検討・実施します。
 営農指導、行政機関連携による認定農業者育成支援を行います。

■援農ボランティアの育成、支援

 行政と連携を強化し、農家のニーズに合った人材の育成や確保について検討します。

■農地の利用集積制度等を活用した規模拡大を目指す農家の支援
 高齢化、後継者不足等により縮小される農地や遊休農地を、市が行っている利用集積
制度を有効活用してＪＡが仲介役となり、規模拡大を希望する農家へ紹介するなどの支
援を行います。

■事業承継者、新規就農者へのサポート
 今後の地域農業を支えていく農業者に対し、重点的な訪問指導などの支援を行います。
 行政と連携し、新規農業者・後継者向けの勉強会等を開催します。

■農業無料職業紹介所の利用拡充による労働力確保
 雇用主への雇用管理研修会を定期的に実施します。
 管内の高校・大学と連携・協力した就職の斡旋を行います。

■経営力向上支援のための人材育成
 モデル農家を選定し、定期訪問活動を行います。
 モデル農家（モデル的経営）、先進的取り組みの紹介など地域を越えた情報提供や
結びつきを支援します。

 金融、共済部門等、他部門の職員についても経営サポートができるよう組織として
取り組みます。

■資産管理相談部門と営農部門との連携による相談機能強化
 相続、事業承継時の営農経営支援を資産管理相談部門と連携して行います。
 生産緑地法改正、都市農地貸借法を踏まえ、研修会等を開催して都市農地の
有効活用を支援します。

 経営基盤を強化し、法人化を検討する農家のサポートを行います。

３
．
後
継
者
・
担
い
手
育
成
等
農
業
人
材
育
成

令和４年度 令和５年度 令和６年度

農業を取り巻く環境が変化する中で地域農業を支える担い手として、認定農業者、

農業後継者及び若手農業者に対して、経営力の向上を支援します。

農
業
後
継
者
・
担
い
手
の
育
成

行
政
機
関
と
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
化

管内行政の行う地域農業振興や農家支援に対し、ＪＡが積極的に参画する
ことで、より一層の効果の発揮が期待できます。
特に、認定農業者の支援や土地の貸借（利用集積制度）、制度資金の
活用などは、行政機関との連携を強化して円滑な利用促進を図ります。
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「 ＪＡとうかつ中央都市農業振興計画」の取り組み体制

本計画は、ＪＡとうかつ中央中期経営計画の個別計画や各行政機関の農業振興計画、ＪＡの実施事業との相互連携が

必要であることから、進行状況を定期的に報告するとともに、達成状況を評価・検討し、３年後に計画の見直しを行います。

また、本計画を着実に推進していくために、営農経済部を中心とした必要な体制をつくり、ＪＡ役職員が一体となっ

て取り組みます。

■地元企業・商工会等との連携による体制づくり
 地元企業、商工会等との連携を進めます。
 地元企業との連携による加工品開発・製造・販売を積極的に行います。

■地域貢献活動
 地元企業、団体等と連携し、食品ロス低減を図る活動に参加します。
 地域のイベントに積極的に参加し、地域農業やＪＡへの理解と信頼を深める活動を行
います。

■農産物収穫体験
 管内の幼児・児童を対象とした農産物収穫体験を継続実施し、理解と関心を高める
活動を行います。

 既存の周辺体験型農園の現状と課題を把握したうえで、ＪＡ主体の体験型農園新設
を検討します。

■学校等との連携
 産学連携を強化し、食農教育活動の充実を図ります。
 農家、行政、学校と連携・協力し、食農教育への支援を続けていきます。

令和４年度 令和５年度 令和６年度

農商工連携による農産物加工品を製造・販売することで地域農産物をアピール

するとともに、地域活性化を促進します。また、フードドライブ等に参加すること

で食品ロス低減を図り、地域貢献活動に取り組みます。

食農教育活動を通じて、地域農業やＪＡへの理解と信頼を地域住民から

得られる活動を行います。

地
元
企
業
・
商
工
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等
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ネ
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化
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３
．
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令和４年度 令和５年度 令和６年度

農業無料職業紹介所マッチング数（件） ６０ ７０ ７５

モデル農家の経営支援（延べ軒数） １５ ３０ ４５

令和４年度 令和５年度 令和６年度

認定農業者数（人） ３４０ ３４５ ３５０

■営農部門と行政機関との連携による認定農業者育成支援

 認定農業者との意見交換会を実施します。
 認定農業者の要望を把握し、支援方策を検討・実施します。
 営農指導、行政機関連携による認定農業者育成支援を行います。

■援農ボランティアの育成、支援

 行政と連携を強化し、農家のニーズに合った人材の育成や確保について検討します。

■農地の利用集積制度等を活用した規模拡大を目指す農家の支援
 高齢化、後継者不足等により縮小される農地や遊休農地を、市が行っている利用集積
制度を有効活用してＪＡが仲介役となり、規模拡大を希望する農家へ紹介するなどの支
援を行います。

■事業承継者、新規就農者へのサポート
 今後の地域農業を支えていく農業者に対し、重点的な訪問指導などの支援を行います。
 行政と連携し、新規農業者・後継者向けの勉強会等を開催します。

■農業無料職業紹介所の利用拡充による労働力確保
 雇用主への雇用管理研修会を定期的に実施します。
 管内の高校・大学と連携・協力した就職の斡旋を行います。

■経営力向上支援のための人材育成
 モデル農家を選定し、定期訪問活動を行います。
 モデル農家（モデル的経営）、先進的取り組みの紹介など地域を越えた情報提供や
結びつきを支援します。

 金融、共済部門等、他部門の職員についても経営サポートができるよう組織として
取り組みます。

■資産管理相談部門と営農部門との連携による相談機能強化
 相続、事業承継時の営農経営支援を資産管理相談部門と連携して行います。
 生産緑地法改正、都市農地貸借法を踏まえ、研修会等を開催して都市農地の
有効活用を支援します。

 経営基盤を強化し、法人化を検討する農家のサポートを行います。

３
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後
継
者
・
担
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育
成
等
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令和４年度 令和５年度 令和６年度

農業を取り巻く環境が変化する中で地域農業を支える担い手として、認定農業者、

農業後継者及び若手農業者に対して、経営力の向上を支援します。

農
業
後
継
者
・
担
い
手
の
育
成

行
政
機
関
と
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
化

管内行政の行う地域農業振興や農家支援に対し、ＪＡが積極的に参画する
ことで、より一層の効果の発揮が期待できます。
特に、認定農業者の支援や土地の貸借（利用集積制度）、制度資金の
活用などは、行政機関との連携を強化して円滑な利用促進を図ります。
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主要 品目販売目標

目

標

指

標

項目／年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

ネギ（松戸）

出荷農家数（戸）

販売額（千円）

出荷数量（ケース）

平均単価（円）

矢切ねぎ

出荷農家数（戸）

販売額（千円）

出荷数量（ケース）

平均単価（円）

ダイコン（鎌ケ谷）

出荷農家数（戸）

販売額（千円）

出荷数量（ケース）

平均単価（円）

梨（鎌ケ谷）

出荷農家数（戸）

販売額（千円）

出荷数量（ケース）

平均単価（円）

梨（幸水以外）

出荷農家数（戸）

販売額（千円）

出荷数量（ケース）

平均単価（円）

カブ（松戸）

出荷農家数（戸）

販売額（千円）

集荷数量（千束）

平均単価（円）

青ネギ（松戸・流山）

出荷農家数（戸）

販売額（千円）

出荷数量（千束）

平均単価（円）

あじさいねぎ

出荷農家数（戸）

販売額（千円）

出荷数量（千束）

平均単価（円）

エダマメ（松戸）

出荷農家数（戸） １０

販売額（千円）

出荷数量（ 等）

平均単価（円） ２１０

ホウレンソウ（松戸）

出荷農家数（戸）

販売額（千円）

出荷数量（ 等）

平均単価（円）
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